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議会２月定例会提出議案 
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８ 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部改
正について 

 

 
新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部改正について 

 

 
 

新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部
改正について 

 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画の作成について 
 

 

 
平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第２
号）について 
 
 
平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計
補正予算（第２号）について 
 
 
平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計予算について 
 
 
 
平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計
予算について 
 

 



 



議案第１号 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

  平成３０年２月２４日提出 

 

            新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

 新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９年新潟県後期高

齢者医療広域連合条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 

第９条中「平成２８年度及び平成２９年度」を「平成３０年度及び平成３１年度」に、

「０．０７１５」を「０．０７４０」に改める。 

第１０条中「平成２８年度及び平成２９年度」を「平成３０年度及び平成３１年度」に、

「３５，３００円」を「３６，９００円」に改める。 

第１１条中「５７万円」を「６２万円」に改める。 

第１３条第１項第１号イ中「法第９３条」を「法第９３条第１項及び第２項」に、「及び

第９８条」を「並びに第９８条」に改める。 

第１５条第１項第２号中「２７万円」を「２７万５千円」に改め、同項第３号中「４９

万円」を「５０万円」に改める。 

第２３条中「住所を有する被保険者」の次に「及び法第５５条又は法第５５条の２の規

定の適用を受ける被保険者」を加える。 

第２４条第１項中「法第５５条」の次に「又は法第５５条の２」を加える。 

附則第３条及び附則第３条の２を削り、附則第３条の３を附則第３条とする。 

附則第４条から附則第１２条を削り、附則第１３条を附則第４条とする。 

附則第１４条及び附則第１５条を削り、附則第１６条を附則第５条とし、次の１条を加

える。 

（平成３０年度から平成３１年度までの間における保険料の賦課総額の算定の特例） 

第６条 平成３０年度及び平成３１年度までの間における保険料の賦課総額の算定につい

て第１３条の規定を適用する場合においては、同条中「第１５条又は第１６条に規定す

る基準に従い」とあるのは、「平成３０年度においては第１５条若しくは第１６条又は附

則第４条若しくは附則第５条に規定する基準に従い、平成３１年度においては第１５条

若しくは第１６条又は附則第４条に規定する基準に従い、」とし、「あっては、」とあるの

は「あっては、それぞれ」とする。 

 



附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の規定は、平成 

３０年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２９年度分までの保険料について 

は、なお従前の例による。 

 



議案第２号 

 

   新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部改正について 

 

 新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

  平成３０年２月２４日提出 

 

            新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

 新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例（平成１９年新潟県後期高齢者医療広

域連合条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１号を次のように改める。 

(1) 個人情報 生存する個人に関する情報であって次に掲げるいずれかに該当するもの

をいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的

記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若し

くは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識

別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるも

の（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 

 第２条中第９号を第１１号とし、第５号から第８号までを２号ずつ繰り下げ、同条第４

号中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。）」を削り、同号を同条第６号とし、同条中第３号を第５

号とし、第２号を第４号とし、第１号の次に次の２号を加える。 

(2) 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５８号）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

(3) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により

害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないよう

にその取扱いに特に配慮を要する記述等が含まれる個人情報をいう。 

第６条第１項中第８号を第９号とし、第５号から第７号までを１号ずつ繰り下げ、同項

第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

 第７条第５項中「思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる



個人情報」を「要配慮個人情報」に改める。 

 第１５条第１項第３号中「除く。）」の次に「又は個人識別符号が含まれるもの」を加え

る。 

 

附 則 

この条例は、平成３０年４月1日から施行する。 

 



議案第３号 

 

   新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

 新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

 

  平成３０年２月２４日提出 

 

            新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する

条例 

 

 新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例（平成１９年新潟県後期

高齢者医療広域連合条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第２号ア(ｲ)中「第２条の３第３号において」を「以下」に改め、「という。）」の

次に「（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日）」を加える。 

 第２条の３第２号「この条」の次に「及び次条」を加える。 

 第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次に次の１条を加える。 

 （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に達す

るまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の

１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合であって、次の各号のいずれにも該当するときとする。 

(1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日において育児休業を

している場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６か月到達日において地方

等育児休業をしている場合 

(2) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務の

ために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 

 第３条第７号中「こと」の次に「又は第２条の４の規定に該当すること」を加える。 

 

附 則 

この条例は、平成３０年４月 1日から施行する。 



 



議案第４号 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画の作成について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の７の規定に基づき、新潟県後期高

齢者医療広域連合第３次広域計画を別紙のように作成する。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

          新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 



 



 

議案第４号別紙 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

第 3 次 広 域 計 画 
【平成 30年度～平成 34年度】 

（２０１８年度～２０２２年度） 
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新潟県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）が作成する広

域計画は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の７及び新潟県

後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年新潟県市町村第１４０１号）第５条

の規定に基づき、広域連合及び新潟県内全市町村（以下「関係市町村」という。）

が相互に役割を分担し、連絡調整を図りながら、後期高齢者医療制度の事務を

総合的かつ計画的に実施するために定めるものです。 

広域連合におきましては、平成１９年１１月に第１次広域計画を作成、その

後、平成２５年３月に第２次広域計画を作成し、後期高齢者医療に係る様々な

施策等を実施してきました。 

現在の広域計画の期間が平成２９年度で満了となることに伴い、今後も引き

続き、関係市町村と緊密に連携・協力し、さらに安定的な事業運営を行ってい

くために、平成３０年度からの新潟県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画

（以下「第３次広域計画」）を作成します。 

 

 

１ 広域計画の趣旨 
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第３次広域計画に記載する項目は、新潟県後期高齢者医療広域連合規約第５

条で定められている次の項目とします。 

 

 （１）後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う

事務に関すること。 

  

（２）広域計画の期間及び改定に関すること。 

２ 第 3次広域計画の項目 
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第３次広域計画の基本方針は、次のとおりとします。 

 

（１）高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）をはじめ

とする関係法令に則るとともに、関係機関における高齢者の保健福祉、医

療及び介護に関する諸施策との調和を図りながら事業を推進します。 

 

（２）広域連合と関係市町村が互いに協調・協力し合うとともに、住民の意見 

を十分に反映しながら、住民サービスの向上に努めます。 

 

（３）広域化によるスケールメリットを十分に活かして、医療給付の財政基盤 

を強化し、後期高齢者の医療を適正にかつ安定的に確保します。 

 

（４）住民の利便性に配慮しながら、広域連合と関係市町村がその役割を明確 

にすることにより、事務処理の効率化を図ります。 

３ 第 3次広域計画の基本方針 
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広域連合及び関係市町村は、高齢者の医療の確保に関する法律及び新潟県後

期高齢者医療広域連合規約等の規定に基づき、後期高齢者医療制度の実施につ

いて、次の事務を行います。 

 

(１) 被保険者の資格管理に関すること 

広域連合は、被保険者台帳による被保険者資格の管理及び被保険者証等の

交付決定をします。 

関係市町村は、住民からの資格管理に関する申請及び届出等の受付、被保

険者証等の引渡し及び返還の受付の窓口業務を行い、これらの情報を広域連

合へ送付します。 

また、被保険者資格情報を広域連合と共有することにより、事務の適正化

を図ります。 

 

(２) 医療給付の事務に関すること 

広域連合は、医療給付の審査・支払及びレセプトの点検・保管等を行いま

す。 

関係市町村は、医療給付に関する申請及び届出の受付並びに証明書の引渡

し等の窓口業務を行い、申請等の情報を広域連合へ送付します。 

 

(３) 保険料の賦課及び徴収に関すること 

広域連合は、関係市町村が持つ所得情報等を活用して、保険料率の決定、

保険料の賦課決定や減免決定、徴収猶予の決定等を行います。 

４ 広域連合及び関係市町村が行う事務に関すること 
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関係市町村は、保険料の徴収及び保険料に関する申請の受付を行います。 

 

(４) 保健事業に関すること 

後期高齢者は、生理的機能の低下や日常生活の動作能力の低下による症状

が増加するなどの特性を有しています。 

広域連合は、レセプト等から得られるデータを活用し、効果的かつ効率的

な保健事業を実施するため、保健事業実施計画を策定し、関係市町村と連

携・協力して必要な保健事業を行います。 

 

(５) その他 

後期高齢者医療制度の運営に当たっては、広域連合と関係市町村の間で、

個人番号や住基情報などの情報連携が不可欠であり、広域連合と関係市町村

が緊密に連携することにより、後期高齢者医療制度に関する住民からの相談

や問い合わせに対応します。 
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第３次広域計画の期間は、平成３０年度から平成３４年度までとし、その後

は５か年を単位として見直しを行います。 

ただし、第３次広域計画の期間内において、広域連合長が変更の必要がある

と認めたときは、広域連合議会の議決を経て、改定を行うものとします。 

 

 

５ 第 3次広域計画の期間及び改定に関すること 
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資 料 編  

 

 
資料１ 後期高齢者医療制度 

     （１）仕組み 

     （２）財源構成 

 

資料２ 被保険者の状況  

（１）新潟県全体の被保険者数の推移 

（２）新潟県内市町村別 

 

   資料３ 後期高齢者医療給付費の状況 

（１） 新潟県全体の後期高齢者医療給付費及び一人当たり医療給付費の推移 

（２）新潟県内市町村別 

 

   資料４ 新潟県後期高齢者医療広域連合規約 
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後期高齢者医療制度 

（１）仕組み 

 後期高齢者医療制度は、７５歳以上の後期高齢者と、６５歳から７４歳まで

の一定の障がいのある方を対象とした医療制度です。 

 後期高齢者医療制度の運営は、都道府県単位で全市町村が加入して設立する

広域連合が行うこととされていますが、被保険者の利便性を確保するため、各

種申請や受付等の窓口事務や保険料の徴収事務は市町村が行います。 

 

資料１ 
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（２）財源構成 

 後期高齢者医療費の財源構成は、下表のように一部負担金（医療機関窓口で

の自己負担額）を除いた医療給付費を、保険料で約１割、支援金（現役世代の

保険料）で約４割、公費で約５割を負担することとしています。 

 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 現役並み所得者（一部負担金３割）の医療給付費は、公費負担の対象外となっており、保険料以外の

部分は支援金（現役世代の保険料）で賄われています。 
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被保険者の状況 

 

（１）新潟県全体の被保険者数の推移 

 

【実績値】 

 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

被保険者数（人） 320,929 327,966 334,143 342,241 347,090 

対前年度比（％） － 102.19 101.88 102.42 101.42 

 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

被保険者数（人） 353,158 354,835 357,341 361,434 367,803 

対前年度比（％） 101.75 100.47 100.70 101.15 101.76 

＊ 被保険者数は、各年度 4月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 

資料 2 
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（２）県内市町村別（平成 29年 4月 1日現在） 

市町村名 被保険者数（人） 対前年度比（％） 
新潟県全体に占める 

構成比（％） 

新潟市 109,958 102.77 29.90 

長岡市 42,185 101.54 11.47 

三条市 15,776 102.11 4.29 

柏崎市 14,772 100.19 4.02 

新発田市 15,887 101.46 4.32 

小千谷市 6,268 100.40 1.70 

加茂市 5,078 100.77 1.38 

十日町市 11,311 101.04 3.08 

見附市 6,540 101.84 1.78 

村上市 12,635 100.72 3.44 

燕市 12,148 103.23 3.30 

糸魚川市 9,484 102.83 2.58 

妙高市 6,360 101.45 1.73 

五泉市 9,196 100.88 2.50 

上越市 31,642 101.63 8.60 

阿賀野市 7,225 101.35 1.96 

佐渡市 13,769 99.59 3.74 

魚沼市 7,168 101.30 1.95 

南魚沼市 9,684 100.49 2.63 

胎内市 5,150 102.00 1.40 

聖籠町 1,665 100.91 0.45 

弥彦村 1,216 103.05 0.33 

田上町 2,005 103.08 0.55 

阿賀町 3,354 99.47 0.91 

出雲崎町 1,100 97.43 0.30 

湯沢町 1,496 103.24 0.41 

津南町 2,459 98.01 0.67 

刈羽村 746 101.08 0.20 

関川村 1,402 98.59 0.38 

粟島浦村 124 104.20 0.03 

計 367,803 101.76 100.00 
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後期高齢者医療給付費の状況 

 

（１）新潟県全体の後期高齢者医療給付費及び一人当たり医療給付費の推移 

 

【実績値】 

 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

医療給付費総額（億円） 2,090 2,170 2,263 2,337 2,359 

 対前年度比（％） ‐ 103.83 104.29 103.25 100.92 

一人当たり医療給付費（円） 645,428 657,509 671,949 679,047 675,110 

 対前年度比（％） ‐ 101.87 102.20 101.06 99.42 

 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

医療給付費総額（億円） 2,416 2,429 2,496 2,501 

 対前年度比（％） 102.45 100.54 102.74 100.21 

一人当たり医療給付費（円） 683,425 683,557 695,210 687,284 

 対前年度比（％） 101.23 100.02 101.70 98.86 

＊ 平成20年度分は、後期高齢者医療制度が平成20年4月に施行されたため、老人保健制度の3月診療分

と後期高齢者医療制度の4月診療分～2月診療分の合計値 

＊ 一人当たり医療給付費は年間平均被保険者数により算出 

 

 

 

 

 

（億円） （円） 

資料 3 
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（２）県内市町村別 

市町村名 

平成２８年度 一人当たり医療給付費の推移 

医療給付費 

 総額 

 （千円） 

対前年

度比

（％） 

一人当たり

医療給付費 

(円) 

対前年

度比

（％） 

平成２７

年度 

平成２６

年度 

平成２５

年度 

新潟市 82,072,479 102.05 758,610 99.64 761,376 748,218 748,408 

長岡市 27,301,718 99.27 654,137 98.10 666,838 648,492 645,189 

三条市 10,587,497 101.72 679,513 99.87 680,422 673,526 673,399 

柏崎市 9,929,271 100.30 677,535 99.15 683,344 661,290 661,559 

新発田市 9,756,506 101.15 619,264 100.07 618,838 611,334 618,727 

小千谷市 4,163,728 98.60 668,442 98.43 679,129 630,365 641,782 

加茂市 3,299,712 96.34 651,731 95.48 682,578 675,721 684,682 

十日町市 6,420,822 98.57 571,197 98.33 580,903 588,801 605,238 

見附市 4,334,159 99.38 670,404 97.65 686,507 659,803 667,080 

村上市 8,857,411 98.56 704,871 98.05 718,916 697,757 678,548 

燕市 7,864,968 105.30 658,928 102.06 645,610 630,644 640,602 

糸魚川市 6,394,667 102.43 680,428 100.40 677,708 639,592 656,037 

妙高市 4,262,196 95.89 676,110 95.10 710,970 715,802 723,431 

五泉市 6,057,637 101.19 660,449 100.32 658,344 649,641 641,198 

上越市 20,925,049 96.79 668,917 95.87 697,700 696,969 700,210 

阿賀野市 4,781,201 98.66 668,512 98.59 678,071 655,915 654,300 

佐渡市 8,989,348 97.11 652,111 98.32 663,281 652,837 644,743 

魚沼市 4,450,777 100.54 625,636 100.18 624,537 662,752 635,398 

南魚沼市 6,418,985 101.84 665,939 101.71 654,760 678,514 673,586 

胎内市 3,488,582 96.18 684,573 95.14 719,536 689,566 659,078 

聖籠町 1,053,589 90.27 635,458 89.83 707,383 643,140 651,629 

弥彦村 676,096 93.89 564,354 91.38 617,609 647,686 633,920 

田上町 1,273,778 107.75 644,625 104.59 616,356 628,407 666,097 

阿賀町 2,294,401 102.08 680,629 102.47 664,194 668,293 685,052 

出雲崎町 661,618 92.08 590,730 93.39 632,522 618,346 667,107 

湯沢町 822,309 102.73 557,498 99.67 559,340 584,299 555,987 

津南町 1,312,198 87.39 528,473 89.11 593,027 586,233 577,879 

刈羽村 477,146 94.11 642,189 93.22 688,872 621,690 572,006 

関川村 1,106,814 104.20 784,418 105.23 745,437 694,088 729,645 

粟島浦村 78,850 115.89 641,058 107.41 596,829 577,019 597,652 

計 250,113,512 100.21 687,284 98.86 695,210 683,557 683,425 
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新潟県後期高齢者医療広域連合規約 
平成１９年２月２７日 

新潟県市町村第１４０１号 

（広域連合の名称） 

第１条 この広域連合は、新潟県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）という。 

（広域連合を組織する地方公共団体） 

第２条 広域連合は、新潟県内の全市町村（以下「関係市町村」という。）をもって組織する。 

（広域連合の区域） 

第３条 広域連合の区域は、新潟県の区域とする。 

（広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「高齢者

医療確保法」という。）に規定する後期高齢者医療制度の事務のうち、次に掲げる事務を処理

する。ただし、各号の事務のうち、別表第１に定める事務については、関係市町村において行

う。 

⑴ 被保険者の資格の管理に関する事務 

⑵ 医療給付に関する事務 

⑶ 保険料の賦課に関する事務 

⑷ 保健事業に関する事務 

⑸ その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

（広域連合の作成する広域計画の項目） 

第５条 広域連合が作成する広域計画（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条第３項の広

域計画をいう。以下同じ。）には、次の項目について記載するものとする。 

⑴ 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う事務に関すること。 

⑵ 広域計画の期間及び改定に関すること。 

（広域連合の事務所） 

第６条 広域連合の事務所は、新潟市内に置く。  

（広域連合の議会の組織） 

第 7条 広域連合の議会の議員（以下「広域連合議員」という。）の定数は、30人とする。 

２ 広域連合の議会は、関係市町村の議会の議員により組織する。 

（広域連合議員の選挙の方法） 

第８条 広域連合議員は、各関係市町村の議会の議員のうちから、当該関係市町村の議会におい

て１人を選出する。 

２ 関係市町村の議会における選挙については、地方自治法第118条の規定の例による。 

（広域連合議員の任期） 

第９条 広域連合議員の任期は、当該関係市町村の議会の議員としての任期による。 

２ 広域連合議員が関係市町村の議会の議員でなくなったときは、同時にその職を失う。 

３ 広域連合の議会の解散があったとき、又は広域連合議員に欠員が生じたときは、前条の規定

により、速やかにこれを選挙しなければならない。 

. 

資料 4 
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（広域連合の議会の議長及び副議長） 

第10条 広域連合の議会は、広域連合議員のうちから議長及び副議長１人を選挙しなければな

らない。 

２ 議長及び副議長の任期は、広域連合議員の任期による。 

（広域連合の執行機関の組織） 

第11条 広域連合に広域連合長及び副広域連合長１人を置く。 

２ 広域連合に会計管理者を置く。 

（広域連合の執行機関の選任の方法） 

第12条 広域連合長は、関係市町村の長のうちから、関係市町村の長が投票によりこれを選挙

する。 

２ 前項の選挙は、第15条の選挙管理委員会が定める場所において行うものとする。 

３ 広域連合長が欠けたときは、速やかにこれを選挙しなければならない。 

４ 副広域連合長は、関係市町村の長のうちから、広域連合長が広域連合の議会の同意を得てこ

れを選任する。 

５ 会計管理者は、広域連合長の補助機関である職員のうちから、広域連合長が命ずる。 

（広域連合の執行機関の任期） 

第13条 広域連合長及び副広域連合長の任期は、当該関係市町村の長としての任期による。 

（補助職員） 

第14条 第11条に定める者のほか、広域連合に必要な職員を置く。 

（選挙管理委員会） 

第15条 広域連合に選挙管理委員会を置く。 

２ 選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員をもってこれを組織する。 

３ 選挙管理委員は、関係市町村の議会の議員及び長の選挙権を有する者で、人格が高潔で、政

治及び選挙に関し公正な識見を有するもののうちから、広域連合の議会においてこれを選挙す

る。 

４ 選挙管理委員の任期は、４年とする。 

（監査委員） 

第16条 広域連合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、広域連合長が、広域連合の議会の同意を得て、人格が高潔で、地方公共団体の

財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者（次項において「識見

を有する者」という。）及び広域連合議員のうちから、それぞれ１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年とし、広域連合

議員のうちから選任される者にあっては広域連合議員の任期による。ただし、後任者が選任さ

れるまでの間は、その職務を行うことを妨げない。 

（広域連合の経費の支弁の方法） 

第17条 広域連合の経費は、次に掲げる収入をもって充てる。 

⑴ 関係市町村の負担金 
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⑵ 事業収入 

⑶ 国及び新潟県の支出金 

⑷ その他の収入 

２ 前項第１号に規定する関係市町村の負担金の額は、別表第２の負担割合等により、広域連合

の予算において定めるものとする。 

（市町村長協議会） 

第18条 広域連合に、その運営に関する重要事項を審議するため、関係市町村の長で構成する

市町村長協議会を置くものとする。 

２ 市町村長協議会の運営に関する事項は、条例で定める。 

（補則） 

第19条 この規約の施行に関し必要な事項は、広域連合長が規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成19年３月１日から施行する。ただし、第11条第２項及び第12条第５項の

規定は、同年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約の施行の日（以下「施行日」という。）から平成20年３月31日までの間において

は、第４条に規定する事務の準備行為を行うものとする。 

３ 施行日から健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）第７条の規定の施

行の日の前日までの間における第４条及び別表第２の規定の適用については、同条中「高齢者

の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「高齢者医療確保法」という。）」

とあるのは「健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）第７条の規定によ

る改正後の高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「改正後の高齢者

医療確保法」という。）」と、同表中「高齢者医療確保法」とあるのは「改正後の高齢者医療

確保法」とする。 

４ 広域連合設立後はじめて行う広域連合長の選挙においては、第12条第２項の規定にかかわ

らず、新潟市新光町４番地１（新潟県自治会館本館）にて行うものとする。 

５ 施行日から平成19年３月31日までの間における第14条の規定の適用については、同条中、

「職員」とあるのは「吏員その他の職員」とする。 

６ 施行日以後、広域連合長が選任されるまでの間、施行日前日において新潟県後期高齢者医療

広域連合設立準備委員会の会長の職にあった者が、広域連合長職務執行者として広域連合長の

職務を行うものとする。 

附 則（平成20年３月31日新潟県市町村第１３５７号） 

 この規約は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月 30日新潟県市町村第１３７０号） 

 この規約は、平成22年３月31日から施行する。 
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附 則（平成25年２月８日新潟県知事に届出） 

この規約は、平成25年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第４条関係） 

 関係市町村において処理する事務 

１ 被保険者の資格管理に関する申請及び届出の受付 

２ 被保険者証及び資格証明書の引渡し 

３ 被保険者証及び資格証明書の返還の受付 

４ 医療給付に関する申請及び届出の受付並びに証明書の引渡し 

５ 保険料に関する申請の受付 

６ 上記事務に付随する事務 

 

別表第２（第17条関係） 

区    分 負担割合等 

共通経費 

均 等 割 10％ 

高齢者人口割 40％ 

人 口 割 50％ 

医療給付に要する経費 
高齢者医療確保法第98条に定める市町村の一般会計

において負担すべき額 

保険料その他の納付金 
高齢者医療確保法第105条に定める市町村が納付すべ

き額 

  備考 

１ 上表中「共通経費」とは、広域連合の運営に必要な事務経費等で、関係市町村で

分担する負担金をいう。 

２ 上表中「均等割」とは、前年度の３月31日における関係市町村の数により算出す

るものをいう。 

３ 上表中「高齢者人口割」とは、前年度の３月31日における関係市町村の住民基本

台帳に基づく満75歳以上の人口の割合により算出するものをいう。 

４ 上表中「人口割」とは、前年度の３月31日における関係市町村の住民基本台帳に

基づく人口の割合により算出するものをいう。 
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第 3次広域計画 
             

平成３０年 ３ 月 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

 



 
 

議案第５号 

 

平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第２号）について 

 

 平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第２号）は、別紙のと

おりとする。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

          新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 



 
 

 



 

 

平成２９年度 

 

一般会計補正予算書（第２号） 

付・予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

 





議案第５号別紙 

 

平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第２号） 

 

平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合の一般会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ １，１５０，０２７千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 

 

 



歳 入

第１表　歳入歳出予算補正

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 額

歳 入 合 計

                                                  -1-                                                 

 1分 担 金 及 び 負 担 金 1,131,703 △48,259 1,083,444

 1負 担 金 1,131,703 △48,259 1,083,444

 3繰 越 金 13 48,287 48,300

 1繰 越 金 13 48,287 48,300

18,283 18,283

1,149,999 28 1,150,027



歳 出
（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 額

歳 出 合 計

                                                  -2-                                                 

 2総 務 費 1,148,570 28 1,148,598

 1総 務 管 理 費 1,148,185 28 1,148,213

1,429 1,429

1,149,999 28 1,150,027



歳入歳出事項別明細書
総 括

歳 入
（単位：千円）

款 　 　 計 　 　　 補 正 額 　補 正 前 の 額

補正されなかった款にかかる額

歳 入 合 計

                                                  -3-                                                 

　１

　３

分 担 金 及 び 負 担 金

繰 越 金

1,131,703

13

18,283

1,149,999

△48,259

48,287

28

1,083,444

48,300

18,283

1,150,027



歳 出

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国県支出金

　　計　　補正前の額 補 正 額

                                                  -4-                                                 

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源

 2総 務 費 1,148,570

1,429

1,149,999

28

28

1,148,598

1,429

1,150,027 0 0 0

28

28

補正されなかった

款 に か か る 額

歳 出 合 計



歳 入

款

目

 1 分担金及び負担金 1,131,703 △48,259 1,083,444

 1 負担金 1,131,703 △48,259 1,083,444

 1 市町村負担金 1,131,703 △48,259 1,083,444

 3 繰越金 13 48,287 48,300

 1 繰越金 13 48,287 48,300

 1 繰越金 13 48,287 48,300

1,149,999 28 1,150,027

18,283

歳　　入　　合　　計

補 正 さ れ な か っ た
款 項 目 に か か る 額

-5-

18,283

項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計



（単位：千円）　

1 事 務 費 負 担 金 △48,259 共通経費負担金 △48,259

1 繰 越 金 48,287 前年度繰越金 48,287

説　　　　　　　　明

-6-

節

区　　　　　　　　分 金　　　　額



歳 出

款

目 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 2 総務費 1,148,570 28 1,148,598 28

 1 総務管理費 1,148,185 28 1,148,213 28

 1 一般管理費 1,148,185 28 1,148,213 28

1,149,999 28 1,150,027 0 0 0 28

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
特 定 財 源

-7-

補 正 さ れ な か っ た
款 項 目 に か か る 額

1,429 1,429

歳　　出　　合　　計

補正前の額 補　正　額 計項



（単位：千円）　

23 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 28 001 一般管理事務費 28

　　特別調整交付金返還金 28

-8-

節

説　　　　　　　　明

区　　　　　　　　分 金　　　　額



 



 
 

議案第６号 

 

平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算 

（第２号）について 

 

 平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

は、別紙のとおりとする。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

          新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 



 
 

 



 

 

平成２９年度 

 

後期高齢者医療特別会計 

補正予算書（第２号） 

付・予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

 





議案第６号別紙 

 

   平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算 

（第２号） 

 

 

平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合の後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３２５，７９５千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ ２６８，３７５，９３２千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 

 

 



歳 入

第１表　歳入歳出予算補正

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 額

歳 入 合 計

                                                  -1-                                                 

 8繰 越 金 4,502,478 325,795 4,828,273

 1繰 越 金 4,502,478 325,795 4,828,273

263,547,659 263,547,659

268,050,137 325,795 268,375,932



歳 出
（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 額

歳 出 合 計

                                                  -2-                                                 

 1総 務 費 1,220,101 278,457 1,498,558

 1総 務 管 理 費 1,220,101 278,457 1,498,558

 6諸 支 出 金 4,797,943 47,338 4,845,281

 1償還金及び還付加算金 4,797,942 47,338 4,845,280

262,032,093 262,032,093

268,050,137 325,795 268,375,932



歳入歳出事項別明細書
総 括

歳 入
（単位：千円）

款 　 　 計 　 　　 補 正 額 　補 正 前 の 額

補正されなかった款にかかる額

歳 入 合 計

                                                  -3-                                                 

　８ 繰 越 金 4,502,478

263,547,659

268,050,137

325,795

325,795

4,828,273

263,547,659

268,375,932



歳 出

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国県支出金

　　計　　補正前の額 補 正 額

                                                  -4-                                                 

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源

 1

 6

総 務 費

諸 支 出 金

1,220,101

4,797,943

262,032,093

268,050,137

278,457

47,338

325,795

1,498,558

4,845,281

262,032,093

268,375,932 0 0 0

278,457

47,338

325,795

補正されなかった

款 に か か る 額

歳 出 合 計



歳 入

款

目

 8 繰越金 4,502,478 325,795 4,828,273

 1 繰越金 4,502,478 325,795 4,828,273

 1 繰越金 4,502,478 325,795 4,828,273

268,050,137 325,795 268,375,932

補 正 さ れ な か っ た
款 項 目 に か か る 額

263,547,659 263,547,659

歳　　入　　合　　計

-5-

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計項



（単位：千円）　

1 繰 越 金 325,795 前年度繰越金 325,795

-6-

節

説　　　　　　　　明

区　　　　　　　　分 金　　　　額



歳 出

款

目 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総務費 1,220,101 278,457 1,498,558 278,457

 1 総務管理費 1,220,101 278,457 1,498,558 278,457

 1 一般管理費 1,220,101 278,457 1,498,558 278,457

 6 諸支出金 4,797,943 47,338 4,845,281 47,338

4,797,942 47,338 4,845,280 47,338

 1 保険料還付金 25,000 11,877 36,877 11,877

 2 償還金 4,772,545 34,237 4,806,782 34,237

 3 還付加算金 397 1,224 1,621 1,224

268,050,137 325,795 268,375,932 0 0 0 325,795

 1 償還金及び還付
　 加算金

補 正 さ れ な か っ た
款 項 目 に か か る 額

262,032,093 262,032,093

歳　　出　　合　　計

-7-

項 特 定 財 源
一般財源

補正前の額 補　正　額 計

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳



（単位：千円）　

19 負 担 金 、 補 助 及 び 交 付 金 1,046 001 業務一般管理事務費 1,046

25 積 立 金 277,411
　　保険料特別補てん金 1,046

005 医療財政調整基金経費 277,411

　　医療財政調整基金積立金 277,411

23 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 11,877 001 保険料還付金 11,877

　　保険料還付金 11,877

23 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 34,237 001 償還金 34,237

　　国庫補助金返還金 34,237

23 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 1,224 001 還付加算金 1,224

　　還付加算金 1,224

-8-

区　　　　　　　　分 金　　　　額

節

説　　　　　　　　明



 



 
 

議案第７号 

 

平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計予算について 

 

 平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

          新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 



 
 

 



 

 

 

平成３０年度 

 

一 般 会 計 予 算 書 

付・予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

 

 

 



 



議案第７号別紙 

 

平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計予算 

 

平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合の一般会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算） 

１ 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，２０９，０４２千円と定める。 

 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 

 

 



歳 入

第１表　歳入歳出予算

（単位：千円）

款 項 金 額

歳 入 合 計

                                                  -1-                                                 

 1 分 担 金 及 び 負 担 金 1,182,073

 1 負 担 金 1,182,073

 2 国 庫 支 出 金 26,671

 1 国 庫 補 助 金 26,671

 3 繰 越 金 1

 1 繰 越 金 1

 4 諸 収 入 297

 1 預 金 利 子 31

 2 雑 入 266

1,209,042



歳 出
（単位：千円）

款 項 金 額

歳 出 合 計

                                                  -2-                                                 

 1 議 会 費 1,080

 1 議 会 費 1,080

 2 総 務 費 1,207,862

 1 総 務 管 理 費 1,207,477

 2 選 挙 費 68

 3 監 査 委 員 費 317

 3 予 備 費 100

 1 予 備 費 100

1,209,042



歳入歳出事項別明細書
総 括

歳 入
（単位：千円）

款 比 較前 年 度 予 算 額本 年 度 予 算 額

歳 入 合 計

                                                  -3-                                                 

　１

　２

　３

　４

分 担 金 及 び 負 担 金

国 庫 支 出 金

繰 越 金

諸 収 入

1,182,073

26,671

1

297

1,209,042

1,131,703

17,821

1

462

1,149,987

50,370

8,850

0

△165

59,055



歳 出

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国県支出金

比 較

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

                                                  -4-                                                 

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源

 1

 2

 3

議 会 費

総 務 費

予 備 費

1,080

1,207,862

100

1,209,042

1,329

1,148,558

100

1,149,987

△249

59,304

0

59,055

26,671

26,671 0

266

266

1,080

1,180,925

100

1,182,105歳 出 合 計



目

款

項

                                               -5-                                               

歳 入

本年 度予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

 1 分担金及び負担金

  1 負担金

   1 市町村負担金

 2 国庫支出金

  1 国庫補助金

   1 民生費国庫補助金

 3 繰越金

  1 繰越金

   1 繰越金

 4 諸収入

  1 預金利子

   1 預金利子

  2 雑入

   1 雑入

     歳     入     合     計

1,182,073

1,182,073

1,182,073

26,671

26,671

26,671

1

1

1

297

31

31

266

266

1,209,042

1,131,703

1,131,703

1,131,703

17,821

17,821

17,821

1

1

1

462

100

100

362

362

1,149,987

50,370

50,370

50,370

8,850

8,850

8,850

0

0

0

△165

△69

△69

△96

△96

59,055



金 額区 分

説 明

節

                                               -6-                                               

（単位：千円）

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

事 務 費 負 担 金

社 会 福 祉 費 補 助 金

繰 越 金

預 金 利 子

雑 入

1,182,073

26,671

1

31

266

共通経費負担金                     1,182,073

特別調整交付金                        25,251
後期高齢者医療制度事業費補助金（医療費適正化
等推進事業分）                         1,420

前年度繰越金                               1

預金利子                                  31

職員駐車場利用者負担分                   266



歳 出

国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -7-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  1 議会費

   1 議会費

    1 議会費

1,080

1,080

1,080

1,329

1,329

1,329

△249

△249

△249

1,080

1,080

1,080



（単位：千円）

                                                                                             1  議会費

                                                 -8-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

 1 

 9 

11 

14 

報酬                          

旅費                          

需用費                        

使用料及び賃借料              

656

300

32

92

001 議会運営費                         1,080
   議長報酬                            30   
   副議長報酬                          24   
   議員報酬                           602   
   費用弁償                           300   
   食糧費                              32   
   会場借上料                          81   
   自治会館駐車場使用料                11   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -9-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  2 総務費

   1 総務管理費

    1 一般管理費
 (国) 特別調整交付金      25,251
 (国) 後期高齢者医療制度事業費補
      助金（医療費適正化等推進事
      業分）               1,420
 (他) 職員駐車場利用者負担分 266

1,207,862

1,207,477

1,207,477

1,148,558

1,148,173

1,148,173

59,304

59,304

59,304

26,671

26,671

26,671

266

266

266

1,180,925

1,180,540

1,180,540



（単位：千円）

                                                                                             2  総務費

                                                 -10-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

 1 

 8 

 9 

11 

12 

13 

14 

18 

19 

28 

報酬                          

報償費                        

旅費                          

需用費                        

役務費                        

委託料                        

使用料及び賃借料              

備品購入費                    

負担金、補助及び交付金        

繰出金                        

213

234

596

2,076

20,006

22,975

14,931

200

63,257

1,082,989

001 一般管理事務費                 1,115,732
   連合長報酬                          60   
   副連合長報酬                        48   
   情報公開・個人情報保護審査会委員         
   報酬                               105   
   法律相談謝礼                       108   
   費用弁償                            30   
   普通旅費                           510   
   消耗品費                         1,826   
   燃料費                              40   
   食糧費                               5   
   修繕料                              50   
   通信運搬費                       2,098   
   手数料                             229   
   事務機器保守委託料               2,629   
   例規保守委託料                     162   
   ホームページ作成等委託料           647   
   広報チラシ等作成業務委託料       9,618   
   文書廃棄業務委託料                 118   
   会場借上料                         494   
   タクシー使用料                      54   
   レンタカー使用料                   180   
   自治会館駐車場使用料                38   
   高速道路等使用料                 1,802   
   テレビ受信料                        15   
   クラウドサービス使用料             606   
   事務室借上料                     9,116   
   事務機器賃借料                   1,398   
   事務用ファイルサーバ賃借料         396   
   事務所備品購入費                   200   
   新潟県市町村総合事務組合負担金      66   
   地方公共団体情報システム機構負担         
   金                                  45   
   全国後期高齢者医療広域連合協議会         
   分担金                              50   
   特別会計事務費繰出金         1,082,989   

002 職員派遣関係経費                  63,647
   職員駐車場借上料                   647   
   派遣職員人件費等負担金          63,000   

003 後期高齢者医療制度事業費           2,842
   広報チラシ等作成業務委託料       2,842   

005 特別調整交付金事業費              25,256
   医療懇談会委員謝礼                 126   
   医療懇談会委員費用弁償              51   
   普通旅費                             5   
   燃料費                              15   
   食糧費                               4   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -11-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳



（単位：千円）

                                                                                             2  総務費

                                                 -12-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

   印刷製本費                         136   
   医療懇談会郵送料                     9   
   医療費通知郵送料                17,670   
   臓器提供意思表示関連委託料         378   
   広報チラシ等作成業務委託料       4,487   
   制度改正チラシ等作成業務委託料   2,094   
   会場借上料                         108   
   自治会館駐車場使用料                 2   
   レンタカー使用料                    75   
   新潟県保険者協議会負担金            96   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -13-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

   2 選挙費

    1 選挙管理委員
      会費

68

68

68

68

0

0

68

68



（単位：千円）

                                                                                             2  総務費

                                                 -14-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

 1 

 9 

報酬                          

旅費                          

58

10

001 選挙管理委員会費                      68
   委員報酬                            58   
   費用弁償                            10   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -15-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

   3 監査委員費

    1 監査委員費

317

317

317

317

0

0

317

317



（単位：千円）

                                                                                             2  総務費

                                                 -16-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

 1 

 9 

14 

報酬                          

旅費                          

使用料及び賃借料              

96

133

88

001 監査委員費                           317
   委員報酬                            96   
   費用弁償                           133   
   会場借上料                           5   
   タクシー使用料                      83   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -17-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  3 予備費

   1 予備費

    1 予備費

歳 出 合 計   

100

100

100

1,209,042

100

100

100

1,149,987

0

0

0

59,055 26,671 0 266

100

100

100

1,182,105



（単位：千円）

                                                                                             3  予備費

                                                 -18-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

001 予備費                               100
   予備費                             100   



給与費明細書

　特別職 （単位：千円）

報酬 給料
期末
手当

地域
手当

寒冷地
手当

その他
手当

計

長等
2 108 108 108

議員
30 656 656 656

その他
特別職 11 259 259 259

計
43 1,023 1,023 1,023

長等
2 108 108 108

議員
30 677 677 677

その他
特別職 11 259 259 259

計
43 1,044 1,044 1,044

長等
0 0 0 0

議員
0 △ 21 △ 21 △ 21

その他
特別職 0 0 0 0

計
0 △ 21 △ 21 △ 21

備考

比
較

 　長等とは連合長及び副連合長をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

合計
備
考

本
年
度

前
年
度

区分
職員数
（人）

給与費
共済費

- 19 -



 
 

議案第８号 

 

平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計予算について 

 

 平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計予算は、別紙のと

おりとする。 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

          新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 



 
 

 



 

 

 

平成３０年度 

 

後期高齢者医療特別会計予算書 

付・予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

 

 

 



 



議案第８号別紙 

 

平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計予算 

 

平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に

定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２６２，１４５，２３６千円と定め

る。 

 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条において準用する同法第２３５

条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの限度額は、２０，０００，０００千

円と定める。 

 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２９２条において準用する同法第２２０条第２項ただし書の規定

により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  ２款保険給付費の各項に計上した負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成３０年２月２４日提出 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合長 篠 田   昭 

 



歳 入

第１表　歳入歳出予算

（単位：千円）

款 項 金 額

                                                  -1-                                                 

 1 市 町 村 支 出 金 43,454,930

 1 市 町 村 負 担 金 43,454,930

 2 国 庫 支 出 金 88,392,643

 1 国 庫 負 担 金 62,969,814

 2 国 庫 補 助 金 25,422,829

 3 県 支 出 金 22,220,345

 1 県 負 担 金 21,570,345

 2 県財政安定化基金支出金 650,000

 4 支 払 基 金 交 付 金 104,991,887

 1 支 払 基 金 交 付 金 104,991,887

 5 特別高額医療費共同事業交 60,661

付金                     1 特別高額医療費共同事業交 60,661

付金                    

 6 財 産 収 入 1,000

 1 財 産 運 用 収 入 1,000

 7 繰 入 金 2,716,281

 1 一 般 会 計 繰 入 金 1,082,989

 2 基 金 繰 入 金 1,633,292

 8 繰 越 金 1

 1 繰 越 金 1

 9 県財政安定化基金借入金 1

 1 県財政安定化基金借入金 1

10 諸 収 入 307,487

 1 預 金 利 子 1,079

 2 延滞金、加算金及び過料 2



（単位：千円）

款 項 金 額

歳 入 合 計

                                                  -2-                                                 

 3 雑 入 306,406

262,145,236



歳 出
（単位：千円）

款 項 金 額

歳 出 合 計

                                                  -3-                                                 

 1 総 務 費 1,270,050

 1 総 務 管 理 費 1,270,050

 2 保 険 給 付 費 260,072,294

 1 療 養 諸 費 250,890,037

 2 高 額 療 養 諸 費 8,034,157

 3 そ の 他 医 療 給 付 費 1,148,100

 3 県財政安定化基金拠出金 104,659

 1 県財政安定化基金拠出金 104,659

 4 特別高額医療費共同事業拠 60,854

出金                     1 特別高額医療費共同事業拠 60,854

出金                    

 5 保 健 事 業 費 591,577

 1 健 康 保 持 増 進 事 業 費 591,577

 6 諸 支 出 金 25,302

 1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 25,301

 2 延 滞 金 1

 7 公 債 費 20,000

 1 公 債 費 20,000

 8 予 備 費 500

 1 予 備 費 500

262,145,236



-4- 

 

 



歳入歳出事項別明細書
総 括

歳 入
（単位：千円）

款 比 較前 年 度 予 算 額本 年 度 予 算 額

歳 入 合 計

                                                  -5-                                                 

　１

　２

　３

　４

　５

　６

　７

　８

　９

１０

市 町 村 支 出 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

特別高額医療費共同事業交付金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

県 財 政 安 定 化 基 金 借 入 金

諸 収 入

43,454,930

88,392,643

22,220,345

104,991,887

60,661

1,000

2,716,281

1

1

307,487

262,145,236

41,996,378

89,270,564

22,280,931

105,943,629

69,841

1,000

3,424,361

1

1

290,887

263,277,593

1,458,552

△877,921

△60,586

△951,742

△9,180

0

△708,080

0

0

16,600

△1,132,357



歳 出

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国県支出金

比 較

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

                                                  -6-                                                 

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

総 務 費

保 険 給 付 費

県財政安定化基金

拠出金          

特別高額医療費共

同事業拠出金    

保 健 事 業 費

諸 支 出 金

公 債 費

予 備 費

1,270,050

260,072,294

104,659

60,854

591,577

25,302

20,000

500

262,145,236

1,220,101

261,249,533

102,303

70,037

589,720

25,399

20,000

500

263,277,593

49,949

△1,177,239

2,356

△9,183

1,857

△97

0

0

△1,132,357

162,615

109,067,967

262,076

109,492,658 0

1,095,911

126,046,263

500

127,142,674

11,524

24,958,064

104,659

60,854

329,501

25,302

20,000

25,509,904歳 出 合 計



目

款

項

                                               -7-                                               

歳 入

本年 度予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

 1 市町村支出金

  1 市町村負担金

   1 保険料等負担金

   2 療養給付費負担金

 2 国庫支出金

  1 国庫負担金

   1 療養給付費負担金

   2 高額医療費負担金

  2 国庫補助金

   1 調整交付金

   2 後期高齢者医療制度事業費補助
     金                          

   4 後期高齢者医療制度円滑運営臨
     時特例交付金                

 3 県支出金

  1 県負担金

   1 療養給付費負担金

   2 高額医療費負担金

  2 県財政安定化基金支出金

43,454,930

43,454,930

22,755,196

20,699,734

88,392,643

62,969,814

62,099,203

870,611

25,422,829

24,267,018

193,599

962,212

22,220,345

21,570,345

20,699,734

870,611

650,000

41,996,378

41,996,378

21,198,536

20,797,842

89,270,564

63,176,616

62,393,527

783,089

26,093,948

24,543,593

193,814

1,356,541

22,280,931

21,580,931

20,797,842

783,089

700,000

1,458,552

1,458,552

1,556,660

△98,108

△877,921

△206,802

△294,324

87,522

△671,119

△276,575

△215

△394,329

△60,586

△10,586

△98,108

87,522

△50,000



金 額区 分

説 明

節

                                               -8-                                               

（単位：千円）

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

保 険 料 等 負 担 金

現 年 度 分

現 年 度 分

現 年 度 分

調 整 交 付 金

後期高齢者医療制度事業費補助金

後期高齢者医療制度円滑運営臨時
特例交付金                    

現 年 度 分

現 年 度 分

22,755,196

20,699,734

62,099,203

870,611

24,267,018

193,599

962,212

20,699,734

870,611

保険料等負担金                    22,755,196

療養給付費負担金（現年度分）      20,699,734

療養給付費負担金（現年度分）      62,099,203

高額医療費負担金（現年度分）         870,611

普通調整交付金                    23,877,808
特別調整交付金                       389,210

後期高齢者医療制度事業費補助金（健康診査事業
・医療費適正化事業分）               193,599

後期高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金    
                                     962,212

療養給付費負担金（現年度分）      20,699,734

高額医療費負担金（現年度分）         870,611



目

款

項

                                               -9-                                               

本年 度予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

   1 県財政安定化基金交付金

 4 支払基金交付金

  1 支払基金交付金

   1 後期高齢者交付金

 5 特別高額医療費共同事業交付金

  1 特別高額医療費共同事業交付金

   1 特別高額医療費共同事業交付金

 6 財産収入

  1 財産運用収入

   1 利子及び配当金

 7 繰入金

  1 一般会計繰入金

   1 一般会計繰入金

  2 基金繰入金

   1 基金繰入金

 8 繰越金

  1 繰越金

   1 繰越金

 9 県財政安定化基金借入金

  1 県財政安定化基金借入金

650,000

104,991,887

104,991,887

104,991,887

60,661

60,661

60,661

1,000

1,000

1,000

2,716,281

1,082,989

1,082,989

1,633,292

1,633,292

1

1

1

1

1

700,000

105,943,629

105,943,629

105,943,629

69,841

69,841

69,841

1,000

1,000

1,000

3,424,361

1,036,777

1,036,777

2,387,584

2,387,584

1

1

1

1

1

△50,000

△951,742

△951,742

△951,742

△9,180

△9,180

△9,180

0

0

0

△708,080

46,212

46,212

△754,292

△754,292

0

0

0

0

0



金 額区 分

説 明

節

                                               -10-                                               

（単位：千円）

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 2 

 1 

県 財 政 安 定 化 基 金 交 付 金

現 年 度 分

特別高額医療費共同事業交付金

利 子 及 び 配 当 金

事 務 費 繰 入 金

医 療 財 政 調 整 基 金 繰 入 金

繰 越 金

650,000

104,991,887

60,661

1,000

1,082,989

1,633,292

1

県財政安定化基金交付金               650,000

後期高齢者交付金（現年度分）     104,991,887

特別高額医療費共同事業交付金          60,661

医療財政調整基金運用利子収入           1,000

事務費繰入金                       1,082,989

医療財政調整基金繰入金             1,633,292

前年度繰越金                               1



目

款

項

                                               -11-                                               

本年 度予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

   1 県財政安定化基金借入金

10 諸収入

  1 預金利子

   1 預金利子

  2 延滞金、加算金及び過料

   1 延滞金

   2 過料

  3 雑入

   1 第三者納付金

   2 返納金

   3 雑入

     歳     入     合     計

1

307,487

1,079

1,079

2

1

1

306,406

293,981

3

12,422

262,145,236

1

290,887

1,000

1,000

2

1

1

289,885

280,882

3

9,000

263,277,593

0

16,600

79

79

0

0

0

16,521

13,099

0

3,422

△1,132,357



金 額区 分

説 明

節

                                               -12-                                               

（単位：千円）

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

県 財 政 安 定 化 基 金 借 入 金

預 金 利 子

延 滞 金

過 料

第 三 者 納 付 金

返 納 金

雑 入

1

1,079

1

1

293,981

3

12,422

県財政安定化基金借入金                     1

預金利子                               1,079

延滞金                                     1

過料                                       1

第三者納付金                         293,981

返納金                                     1
返納金（負担割合差額分）                   1
返納金（無資格受診分）                     1

電算システム回線共有負担金             9,998
雑入                                   2,424



歳 出

国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -13-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  1 総務費

   1 総務管理費

    1 一般管理費
 (国) 特別調整交付金     151,092
 (国) 後期高齢者医療制度事業費補
      助金（健康診査事業・医療費
      適正化事業分）      11,523
 (他) 医療財政調整基金運用利子収
      入                   1,000
 (他) 事務費繰入金     1,082,489
 (他) 電算システム回線共有負担金
                           9,998
 (他) 雑入                 2,424

1,270,050

1,270,050

1,270,050

1,220,101

1,220,101

1,220,101

49,949

49,949

49,949

162,615

162,615

162,615

1,095,911

1,095,911

1,095,911

11,524

11,524

11,524



（単位：千円）

                                                                                             1  総務費

                                                 -14-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

 9 

11 

12 

13 

14 

19 

25 

旅費                          

需用費                        

役務費                        

委託料                        

使用料及び賃借料              

負担金、補助及び交付金        

積立金                        

575

4,363

115,943

826,192

59,720

150,585

112,672

001 業務一般管理事務費               113,039
   普通旅費                           575   
   消耗品費                           373   
   燃料費                              15   
   会場借上料                          28   
   レンタカー使用料                    48   
   派遣職員人件費等負担金         112,000   

002 医療給付経費                     515,155
   印刷製本費                       2,775   
   通信運搬費                      85,268   
   被保険者証等作成封入封緘業務委託         
   料                              19,319   
   レセプト２次点検業務委託料      78,995   
   過誤処理業務委託料              12,800   
   審査支払システム保守管理業務委託         
   料                              34,610   
   審査支払電算処理業務委託料     214,964   
   減額認定証作成業務委託料         3,945   
   給付関係現金支給処理業務委託料  33,425   
   人材派遣業務委託料               8,210   
   高額介護合算療養費申請書入力業務         
   委託料                           2,722   
   医療費通知作成業務委託料         8,844   
   第三者行為求償事務負担金         9,278   

003 保険料賦課経費                       907
   通信運搬費                          23   
   被扶養者情報提供料                 884   

004 電算システム経費                 505,230
   消耗品費                         1,000   
   修繕料                             200   
   通信運搬費                      19,244   
   システム構築等業務委託料       142,258   
   セキュリティ業務委託料          18,656   
   稼動維持支援等業務委託料        82,037   
   全国町字ファイル保守業務委託料     324   
   電算処理機器等延長リース保守委託         
   料                              86,550   
   特別調整交付金（結核・精神病）支         
   援業務委託料                    39,420   
   制度改正に係るシステム構築等業務         
   委託料                          26,590   
   電算システム賃借料              59,644   
   番号制度負担金                  29,307   

005 医療財政調整基金経費             112,672
   医療財政調整基金積立金（利子分）         
                                    1,000   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -15-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳



（単位：千円）

                                                                                             1  総務費

                                                 -16-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

   医療財政調整基金積立金         111,672   

006 医療費適正化推進事業経費          23,047
   ジェネリック医薬品差額通知郵送料         
                                   11,408   
   ジェネリック医薬品差額通知業務委         
   託料                             8,615   
   重複頻回受診者等訪問相談委託料   3,024   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -17-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  2 保険給付費

   1 療養諸費

    1 療養給付費

    2 療養費

    3 食事・生活療
      養費

 (国) 療養給付費負担金（現年度分
      ）              58,497,306
 (国) 高額医療費負担金（現年度分
      ）                 870,611
 (国) 普通調整交付金  22,492,839
 (県) 療養給付費負担金（現年度分
      ）              19,499,102
 (県) 高額医療費負担金（現年度分
      ）                 870,611
 (県) 県財政安定化基金交付金    
                         612,298
 (他) 療養給付費負担金（現年度分
      ）              19,499,102
 (他) 後期高齢者交付金（現年度分
      ）              98,902,117
 (他) 特別高額医療費共同事業交付
      金                  57,142
 (他) 第三者納付金       276,931

 (国) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 493,689
 (国) 普通調整交付金     189,829
 (県) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 164,563
 (県) 県財政安定化基金交付金    
                           5,168
 (他) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 164,563
 (他) 後期高齢者交付金（現年度分
      ）                 834,685
 (他) 特別高額医療費共同事業交付
      金                     482
 (他) 第三者納付金         2,337

 (国) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 999,797
 (国) 普通調整交付金     384,433
 (県) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 333,266
 (県) 県財政安定化基金交付金    
                          10,465
 (他) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 333,266
 (他) 後期高齢者交付金（現年度分
      ）               1,690,369

260,072,294

250,890,037

243,349,126

2,053,748

4,159,162

261,249,533

251,297,692

243,127,279

2,094,163

4,857,835

△1,177,239

△407,655

221,847

△40,415

△698,673

109,067,967

105,730,105

102,842,767

853,249

1,727,961

126,046,263

122,126,224

118,735,292

1,002,067

2,029,345

24,958,064

23,033,708

21,771,067

198,432

401,856



（単位：千円）

                                                                                         2  保険給付費

                                                 -18-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

19 

19 

19 

負担金、補助及び交付金        

負担金、補助及び交付金        

負担金、補助及び交付金        

243,349,126

2,053,748

4,159,162

001 療養給付費                   243,349,126
   療養給付費                 243,349,126   

001 療養費                         2,053,748
   療養費                       2,053,748   

001 食事・生活療養費               4,159,162
   食事・生活療養費             4,159,162   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -19-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

    4 訪問看護療養
      費

    5 特別療養費

    6 移送費

    7 審査支払手数
      料

 (他) 特別高額医療費共同事業交付
      金                     977
 (他) 第三者納付金         4,733

 (国) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 176,983
 (国) 普通調整交付金      68,052
 (県) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                  58,994
 (県) 県財政安定化基金交付金    
                           1,853
 (他) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                  58,994
 (他) 後期高齢者交付金（現年度分
      ）                 299,227
 (他) 特別高額医療費共同事業交付
      金                     173
 (他) 第三者納付金           838

 (国) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                     143
 (国) 普通調整交付金          55
 (県) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                      47
 (県) 県財政安定化基金交付金   1
 (他) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                      47
 (他) 後期高齢者交付金（現年度分
      ）                     241

736,249

1

600

591,151

596,849

1

600

620,965

139,400

0

0

△29,814

305,882

246

359,232

288

71,135

1

66

591,151



（単位：千円）

                                                                                         2  保険給付費

                                                 -20-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

19 

19 

19 

13 

負担金、補助及び交付金        

負担金、補助及び交付金        

負担金、補助及び交付金        

委託料                        

736,249

1

600

591,151

001 訪問看護療養費                   736,249
   訪問看護療養費                 736,249   

001 特別療養費                             1
   特別療養費                           1   

001 移送費                               600
   移送費                             600   

001 審査支払手数料                   591,151
   審査支払業務委託料             591,151   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -21-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

   2 高額療養諸費

    1 高額療養費

    2 高額介護合算
      療養費

 (国) 療養給付費負担金（現年度分
      ）               1,862,976
 (国) 普通調整交付金     716,334
 (県) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 620,992
 (県) 県財政安定化基金交付金    
                          19,500
 (他) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                 620,992
 (他) 後期高齢者交付金（現年度分
      ）               3,149,757
 (他) 特別高額医療費共同事業交付
      金                   1,820
 (他) 第三者納付金         8,819

 (国) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                  68,309
 (国) 普通調整交付金      26,266
 (県) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                  22,770
 (県) 県財政安定化基金交付金 715
 (他) 療養給付費負担金（現年度分
      ）                  22,770
 (他) 後期高齢者交付金（現年度分
      ）                 115,491
 (他) 特別高額医療費共同事業交付
      金                      67
 (他) 第三者納付金           323

8,034,157

7,749,991

284,166

8,822,991

8,612,796

210,195

△788,834

△862,805

73,971

3,337,862

3,219,802

118,060

3,920,039

3,781,388

138,651

776,256

748,801

27,455



（単位：千円）

                                                                                         2  保険給付費

                                                 -22-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

19 

19 

負担金、補助及び交付金        

負担金、補助及び交付金        

7,749,991

284,166

001 高額療養費                     7,749,991
   高額療養費                   7,749,991   

001 高額介護合算療養費               284,166
   高額介護合算療養費             284,166   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -23-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

   3 その他医療給
     付費         

    1 葬祭費

1,148,100

1,148,100

1,128,850

1,128,850

19,250

19,250

1,148,100

1,148,100



（単位：千円）

                                                                                         2  保険給付費

                                                 -24-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

19 負担金、補助及び交付金        1,148,100 001 葬祭費                         1,148,100
   葬祭費                       1,148,100   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -25-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  3 県財政安定化基
    金拠出金      

   1 県財政安定化
     基金拠出金   

    1 県財政安定化
      基金拠出金

104,659

104,659

104,659

102,303

102,303

102,303

2,356

2,356

2,356

104,659

104,659

104,659



（単位：千円）

                                                                             3  県財政安定化基金拠出金

                                                 -26-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

19 負担金、補助及び交付金        104,659 001 県財政安定化基金拠出金           104,659
   財政安定化基金拠出金           104,659   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -27-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  4 特別高額医療費
    共同事業拠出金

   1 特別高額医療
     費共同事業拠
     出金         

    1 特別高額医療
      費共同事業拠
      出金

    2 特別高額医療
      費共同事業事
      務費拠出金

60,854

60,854

60,661

193

70,037

70,037

69,841

196

△9,183

△9,183

△9,180

△3

60,854

60,854

60,661

193



（単位：千円）

                                                                       4  特別高額医療費共同事業拠出金

                                                 -28-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

19 

19 

負担金、補助及び交付金        

負担金、補助及び交付金        

60,661

193

001 特別高額医療費共同事業拠出金      60,661
   特別高額医療費共同事業拠出金    60,661   

001 特別高額医療費共同事業事務費拠出        
    金                                   193
   特別高額医療費共同事業事務費拠出         
   金                                 193   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -29-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  5 保健事業費

   1 健康保持増進
     事業費       

    1 健康診査費

    2 その他健康保
      持増進事業費

 (国) 後期高齢者医療制度事業費補
      助金（健康診査事業・医療費
      適正化事業分）     166,985

 (国) 特別調整交付金      80,000
 (国) 後期高齢者医療制度事業費補
      助金（健康診査事業・医療費
      適正化事業分）      15,091

591,577

591,577

476,375

115,202

589,720

589,720

473,706

116,014

1,857

1,857

2,669

△812

262,076

262,076

166,985

95,091

329,501

329,501

309,390

20,111



（単位：千円）

                                                                                         5  保健事業費

                                                 -30-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

13 

12 

13 

19 

委託料                        

役務費                        

委託料                        

負担金、補助及び交付金        

476,375

286

34,916

80,000

001 健康診査事業費                   476,375
   健康診査業務委託料             468,611   
   歯科健診業務委託料               7,764   

001 その他健康保持増進事業費         115,202
   通信運搬費                         178   
   手数料                             108   
   低栄養・重症化予防等業務委託料  16,156   
   医療費分析業務委託料            16,200   
   その他健康保持増進業務委託料     2,560   
   後期高齢者医療特別対策補助金    80,000   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -31-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  6 諸支出金

   1 償還金及び還
     付加算金     

    1 保険料還付金

    2 償還金

    3 還付加算金

25,302

25,301

25,000

1

300

25,399

25,398

25,000

1

397

△97

△97

0

0

△97

25,302

25,301

25,000

1

300



（単位：千円）

                                                                                           6  諸支出金

                                                 -32-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

23 

23 

23 

償還金利子及び割引料          

償還金利子及び割引料          

償還金利子及び割引料          

25,000

1

300

001 保険料還付金                      25,000
   保険料還付金                    25,000   

001 償還金                                 1
   国庫負担金返還金                     1   

001 還付加算金                           300
   還付加算金                         300   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -33-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

   2 延滞金

    1 延滞金

1

1

1

1

0

0

1

1



（単位：千円）

                                                                                           6  諸支出金

                                                 -34-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

23 償還金利子及び割引料          1 001 延滞金                                 1
   延滞金                               1   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -35-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  7 公債費

   1 公債費

    1 利子

20,000

20,000

20,000

20,000

20,000

20,000

0

0

0

20,000

20,000

20,000



（単位：千円）

                                                                                             7  公債費

                                                 -36-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

23 償還金利子及び割引料          20,000 001 一時借入金利子                    20,000
   一時借入金利子                  20,000   



国県支出金

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

比 較

                                                 -37-                                                 

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

 款  

 項  

 目  

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

  8 予備費

   1 予備費

    1 予備費
 (他) 事務費繰入金           500

歳 出 合 計   

500

500

500

262,145,236

500

500

500

263,277,593

0

0

0

△1,132,357109,492,658 0

500

500

500

127,142,67425,509,904



（単位：千円）

                                                                                             8  予備費

                                                 -38-                                                 

区 分

 節  

金 額

説 明

001 予備費                               500
   予備費                             500   



議案
番号

件　　　　　名 主な内容

1
新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者
医療に関する条例の一部改正について

平成30年度及び平成31年度の保険料につい
て、所得割率及び均等割額を定めるととも
に、国の制度改正に伴う保険料の賦課限度額
の引き上げ、保険料軽減対象者の拡充及び住
所地特例制度の見直しを行うため、所要の改
正を行うもの

2
新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保
護条例の一部改正について

個人情報の保護に関する法律及び行政手続き
における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律の一部を改正する法律の
施行を踏まえ改正するもの

3
新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児
休業等に関する条例の一部改正について

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部
改正に伴い改正するもの

4
新潟県後期高齢者医療広域連合第３次広域
計画の作成について

第２次広域計画の計画期間満了に伴い、第３
次広域計画を作成するもの

5
平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連
合一般会計補正予算(第２号)について

特別調整交付金及び共通経費負担金等の精算
について所要経費を補正するもの

【補正前】　  １，１４９，９９９千円
【補正額】　　　　　　　　　２８千円
【補正後】　　１，１５０，０２７千円

6
平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連
合後期高齢者医療特別会計補正予算(第２
号)について

特別調整交付金の精算、前年度繰越金の確定
に伴う医療財政調整基金積立金の追加及び保
険料還付金等について所要経費を補正するも
の

【補正前】２６８，０５０，１３７千円
【補正額】　　　　３２５，７９５千円
【補正後】２６８，３７５，９３２千円

7
平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連
合一般会計予算について

歳入歳出総額　  　１，２０９，０４２千円

8
平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連
合後期高齢者医療特別会計予算について

歳入歳出総額　２６２，１４５，２３６千円

平成３０年２月定例会提出議案の概要



 



議案第１号 新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一

部改正について 

 

１ 一部改正の理由 

 

平成３０年度及び平成３１年度の保険料率の改定、並びに保険料賦課限度額

の引き上げ、及び低所得者に対する保険料軽減対象の拡充を行うため、所定の

改正を行うもの。 

また、県外に転出した国民健康保険の住所地特例者について、転出前住所地

が加入する広域連合の被保険者とするため、所定の改正を行うもの。 

 

２ 条例改正の概要 

 

（１）保険料率の改定（第９条及び第１０条） 

平成３０年度及び平成３１年度の保険料率について、平成２８年度 

及び平成２９年度の保険料率から引き上げる。 

 

均等割額：３６,９００円（現行 ３５,３００円） 

所得割率：  ７.４０％（現行   ７.１５％） 

 

（２）保険料賦課限度額の引き上げ（第１１条） 

保険料の賦課限度額を５７万円から６２万円に引き上げる。 

 

（３）保険料軽減対象者の拡充（第１５条） 

①５割軽減の基準について、被保険者数に乗ずる金額を２７万円か 

 ら２７万５千円に引き上げる。 

   ②２割軽減の基準について、被保険者数に乗ずる金額を４９万円か 

ら５０万円に引き上げる。 

 

（４）住所地特例制度の見直し（第２３条及び第２４条） 

県外に住所を有する国民健康保険における住所地特例者が、後期高 

齢者医療の被保険者となる場合には、前住所地の市町村が加入する広域

連合の被保険者となる。 

 

３ 施行日 

 

 平成３０年４月１日 

議案第１号関係資料 

1



 

2



 

 

■概要  

・後期高齢者医療制度では、財政の均衡を保つため、概ね 2 年に一度、保険料率の見

直しを行うこととされています。（高齢者の医療の確保に関する法律第 104 条） 
 
・今年度は平成３０年度及び平成３１年度の保険料率について見直しを行いました。 

高齢者人口と医療費の増加を考慮し、被保険者負担の抑制措置を可能な限り講じた

うえで積算を行った結果、平成２０年度の制度開始以来、初の保険料率の引き上げ

をお願いするものです。 

 

■医療費と財源 

 ・高齢者の医療費の財源について、約５割を公費、約４割を若い世代の保険料、残り

の約１割を被保険者である高齢者が負担すべき保険料とすることにより、それぞれ

の負担割合を明確なものとしています。 
 
 ・保険料は、高齢者の増加と若年者が減少することを踏まえ、双方の世代の負担の均

衡を図るために、２年ごとに見直しを行います。国から示される高齢者の負担割合

（高齢者負担率）は、年々増加傾向にあります。 

【平成２８・２９年度：１０．９９%⇒平成３０・３１年度：１１．１８%】 

 

 

 

 

 

 

◆財源

◆費用 約1％

全国の広域連合間における所得の不均衡による賦課水準を
是正するために国から配分されます。

国
定率負担

３/６
(25%)

調整
交付金
１/６

(8.3%)

県
定率負担

１/６
(8.3%)

市町村
定率負担

１/６
(8.3%)

若年者の支援金
(０～７４歳まで)

(高齢者負担率)

保険料

そ
の
他

医療給付費（窓口での一部負担金は含まない）　約９９％

公費負担　５０％ 後期高齢者交付金　３８.82％ １１.１８％

・審査支払手数料

・葬祭費

・財政安定化基金拠出金

・健康診査事業

別紙（議案第１号参考資料） 

（１）保険料率の改定 

3



■保険料率の算定方法  

・医療給付費や被保険者数の見込みなどをこれまでの実績から算出し、国から示さ

れた高齢者負担率等の数値を使用して、平成 30 年度及び平成 31 年度の保険

料率を算定します。 

 

■算定条件  

 ・保険料の高齢者負担率                     11.18% 

・被保険者数の伸び率見込み                  1.42% 

・1 人当たり医療給付費の伸び率見込み              0.32% 

 ・診療報酬改定の影響                    ▲1.19%  

 

■保険料抑制のための財源 

 ・剰余金の活用                         32 億円  

 ・県財政安定化基金の活用                     １3 億円  
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■算定結果  

  （１）収支の見込み 

 

 

（２）新保険料率（案） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険料 18億円 

【現行の保険料率】 

均等割額  35,300 円     所得割率 7.15% 
 

平均保険料 
（軽減前） 60,874 円    （軽減後）41,556 円 

 

【新保険料率（案）】 

均等割額 ３６,９００円… １,６００円の増 

所得割率     ７.４０%…   ０.25%の増 
 

平均保険料 

（軽減前）６３,５１９円…２,６４５円の増（月額２２０円の増） 

（軽減後）４５,９７８円…４,４２２円の増（月額３６９円の増） 
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■保険料モデルケース 

 ※単身世帯、年金収入のみの場合 

収入額 軽減の状況 現行保険料 新保険料 増 額 

 80 万円 均等割９割軽減  3,500 円 3,600 円 
100 円 

（月額 8 円） 

150 万円 均等割 8.5 割軽減 5,200 円 5,500 円 
300 円 

（月額 25 円） 

180 万円 均等割５割軽減  36,900 円 38,400 円 
1,500 円 

（月額 125 円） 

215 万円 均等割２割軽減   72,500 円 75,400 円 
2,900 円 

（月額 242 円） 

300 万円 均等割 軽減なし  140,400 円 145,600 円 
5,200 円 

（月額 433 円） 

 

■保険料率の他広域連合との比較（全国順位） 

 

  

平成２６・２７年度 平成２８・２９年度

均等割額

全国平均 ４４,９８０円 ４５，２８９円

新潟県 ３５,３００円（４７位） ３５,３００円（４７位） 

上位

下位

４５位 （静岡県）３８,５００円 

１位 （福岡県）５６,５８４円 （福岡県）５６,０８５円 

２位 （大阪府）５２,６０７円 （高知県）５４,３９４円 

所得割率

全国平均 ８.８８% ９.０９%

新潟県 ７.１５％（４７位） ７.１５％（４７位） 

上位

下位

４５位 （青森県）７.４１％ （青森県）７.４１％ 

４６位

４７位 新潟県 新潟県

３位 （佐賀県）５１,８００円 （徳島県）５２,９１３円 

（岩手県）３８,０００円 （岩手県）３８,０００円 

※1

４６位

１位 （福岡県）１１.４７％ （高知県）１１.４２％ 

２位 （北海道）１０.５２％ （福岡県）１１.１７％ 

上位

下位

４５位 （岩手県）４０,１１６円 （岩手県）３９,０７２円 

４６位

４７位 新潟県 新潟県

３位 （大阪府）１０.４１％ （徳島県）１０.９８％ 

（岩手県）７.３６％ （岩手県）７.３６％ 

※1 平成２８・２９年度の均等割額４５位の欄は、４４位（３９,５００円）が２広域連合（茨城県・静岡県）あるため空欄とした。

１位 （東京都）９７,１０４円 （東京都）９５,４９６円 

２位 （神奈川県）９０,１６８円 （神奈川県）９１,５８４円 

（青森県）３９,５８８円 （青森県）３８,３６４円 

１人当たり
平均保険料額
（軽減後・年額）

全国平均 ６８,０１６円 ６７,９０８円 

新潟県 ４２,９７２円（４３位） ４１,５５６円（４４位） 

４７位 （秋田県）３８,４６０円 （秋田県）３５,５５６円 

３位 （大阪府）８３,９７６円 （愛知県）８４,０３６円 
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■趣 旨 

  国の保険料賦課限度額の見直しに伴い、保険料賦課限度額の引き上げを行います。 

 

■引き上げの内容及び対象者数の推計 
  保険料賦課限度額を、57 万円から 62 万円に引き上げます。 

（対象者数 約 2,000 人） 

 

■施行年月日 
  平成 30 年４月１日施行（平成 30 年度以降の保険料から適用） 

 

 

 

 

■趣 旨 

   国の軽減判定基準の見直しに伴い、低所得者の負担軽減の観点から、保険料軽減の対象

を拡充します。 

 

■軽減拡充の内容 
  均等割額を減額する基準（５割軽減及び２割軽減の対象世帯に係る所得判定基準）を変

更し、保険料軽減の対象を拡充します。 

 

① ５割軽減の基準について、被保険者に乗ずる金額を２7 万５千円に引き上げます。 

   

 

 

 

② ２割軽減の基準について、被保険者に乗ずる金額を 50 万円に引き上げます。 

 

 

 

 

■軽減拡充に係る対象者数の推計 

５割軽減拡充対象者数 ２割軽減拡充対象者数 

約 900 人 約 400 人 

 

■施行年月日 
  平成 30 年４月１日施行（平成 30 年度以降の保険料から適用） 

【現行基準】 

３３万円+２７万円×被保険者数 
【拡充後】 

３３万円+２７万５千円×被保険者数 

【現行基準】 

３３万円+４９万円×被保険者数 
【拡充後】 

３３万円+５０万円×被保険者数 

（２）保険料賦課限度額の引き上げ 

（３）保険料軽減対象者の拡充 
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議案第１号関係 

新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 
新旧対照表 

新 旧 

 

（所得割率） 

第９条  平成３０年度及び平成３１年度の所得割率は、０．０７４０とする。 

（均等割額） 

第１０条  平成３０年度及び平成３１年度の均等割額は、３６，９００円とす

る。 

（保険料の賦課限度額） 

第１１条  第５条の賦課額は、６２万円を超えることができない。 

（保険料の賦課総額） 

第１３条  特定期間における各年度の法第１０４条第２項の規定により被保険

者に対して課する保険料の賦課額（第１５条又は第１６条に規定する基準に

従い第５条から第１１条までの規定により算定される所得割額又は被保険者

均等割額を減額するものとした場合にあっては、その減額することとなる額

を含む。）の合計額の合計額（以下「賦課総額」という。）は、次のとおりと

する。 

（１） 賦課総額は、特定期間における各年度のアに掲げる合計額の見込額

からイに掲げる合計額の見込額を控除して得た額の合計額を予定保険料

収納率で除して得た額とする。 

ア （略） 

イ 法第９３条第１項及び第２項、第９６条並びに第９８条の規定によ

る負担金、法第９５条の規定による調整交付金、法第１００条の規定

による後期高齢者交付金、法第１１７条第１項の規定による交付金、

法第１０２条及び第１０３条の規定による補助金その他後期高齢者医

療に要する費用（後期高齢者医療の事務の執行に要する費用を除く。）

のための収入の額の合計額 

（２） （略） 

（３） （略） 

（所得の少ない者に係る保険料の減額） 

第１５条  所得の少ない被保険者に対して賦課する被保険者均等割額は、当該

被保険者に係る被保険者均等割額から次の各号に掲げる被保険者の区分に応

じ、当該被保険者に係る被保険者均等割額から当該各号に定める額を控除し

 

（所得割率） 

第９条  平成２８年度及び平成２９年度の所得割率は、０．０７１５とする。 

（均等割額） 

第１０条  平成２８年度及び平成２９年度の均等割額は、３５，３００円とす

る。 

（保険料の賦課限度額） 

第１１条  第５条の賦課額は、５７万円を超えることができない。 

（保険料の賦課総額） 

第１３条  特定期間における各年度の法第１０４条第２項の規定により被保険

者に対して課する保険料の賦課額（第１５条又は第１６条に規定する基準に

従い第５条から第１１条までの規定により算定される所得割額又は被保険者

均等割額を減額するものとした場合にあっては、その減額することとなる額

を含む。）の合計額の合計額（以下「賦課総額」という。）は、次のとおりと

する。 

（１） 賦課総額は、特定期間における各年度のアに掲げる合計額の見込額

からイに掲げる合計額の見込額を控除して得た額の合計額を予定保険料

収納率で除して得た額とする。 

ア （略） 

イ 法第９３条         、第９６条及び第９８条の規定によ

る負担金、法第９５条の規定による調整交付金、法第１００条の規定

による後期高齢者交付金、法第１１７条第１項の規定による交付金、

法第１０２条及び第１０３条の規定による補助金その他後期高齢者医

療に要する費用（後期高齢者医療の事務の執行に要する費用を除く。）

のための収入の額の合計額 

（２） （略） 

（３） （略） 

（所得の少ない者に係る保険料の減額） 

第１５条  所得の少ない被保険者に対して賦課する被保険者均等割額は、当該

被保険者に係る被保険者均等割額から次の各号に掲げる被保険者の区分に応

じ、当該被保険者に係る被保険者均等割額から当該各号に定める額を控除し
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て得た額とする。 

（１） （略） 

（１）の２ （略） 

（２） 当該年度の賦課期日において、前２号の規定による減額がなされな

い被保険者、その属する世帯の世帯主及びその属する世帯の他の世帯員

である被保険者につき算定した地方税法第３１４条の２第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合計額の当該世帯における合算額が同条第２項に規定する金

額に当該世帯に属する被保険者の数に２７万５千円を乗じて得た金額を

加算した金額を超えない世帯に属する被保険者当該年度分の保険料に係

る被保険者均等割額に１０分の５を乗じて得た額 

（３） 当該年度の賦課期日において、前３号の規定による減額がなされな

い被保険者、その属する世帯の世帯主及びその属する世帯の他の世帯員

である被保険者につき算定した地方税法第３１４条の２第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合計額の当該世帯における合算額が同条第２項に規定する金

額に当該世帯に属する被保険者の数に５０万円を乗じて得た金額を加算

した金額を超えない世帯に属する被保険者当該年度分の保険料に係る被

保険者均等割額に１０分の２を乗じて得た額 

（４） （略） 

２  （略） 

（保険料の納付） 

第２３条  保険料は、第５条から前条までの規定により当該市町村に住所を有

する被保険者及び法第５５条又は法第５５条の２の規定の適用を受ける被保

険者に対して賦課した保険料の額を当該被保険者から市町村が徴収し、その

徴収した額を広域連合に納付するものとする。 

（市町村が徴収すべき保険料の額） 

第２４条  市町村は、当該市町村に住所を有する被保険者及び法第５５条又は

法第５５条の２の規定の適用を受ける被保険者から保険料を徴収する。 

２  （略） 

３  （略） 

４  （略） 

 

   附 則 

 

  （削除） 

て得た額とする。 

（１） （略） 

（１）の２ （略） 

（２） 当該年度の賦課期日において、前２号の規定による減額がなされな

い被保険者、その属する世帯の世帯主及びその属する世帯の他の世帯員

である被保険者につき算定した地方税法第３１４条の２第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合計額の当該世帯における合算額が同条第２項に規定する金

額に当該世帯に属する被保険者の数に２７万円  を乗じて得た金額を

加算した金額を超えない世帯に属する被保険者当該年度分の保険料に係

る被保険者均等割額に１０分の５を乗じて得た額 

（３） 当該年度の賦課期日において、前３号の規定による減額がなされな

い被保険者、その属する世帯の世帯主及びその属する世帯の他の世帯員

である被保険者につき算定した地方税法第３１４条の２第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合計額の当該世帯における合算額が同条第２項に規定する金

額に当該世帯に属する被保険者の数に４９万円を乗じて得た金額を加算

した金額を超えない世帯に属する被保険者当該年度分の保険料に係る被

保険者均等割額に１０分の２を乗じて得た額 

（４） （略） 

２  （略） 

（保険料の納付） 

第２３条  保険料は、第５条から前条までの規定により当該市町村に住所を有

する被保険者                             

  に対して賦課した保険料の額を当該被保険者から市町村が徴収し、その

徴収した額を広域連合に納付するものとする。 

（市町村が徴収すべき保険料の額） 

第２４条  市町村は、当該市町村に住所を有する被保険者及び法第５５条   

       の規定の適用を受ける被保険者から保険料を徴収する。 

２  （略） 

３  （略） 

４  （略） 

 

   附 則 

（平成２０年度における普通徴収の保険料賦課の特例規定の適用除外） 

第３条  平成２０年度においては、第２１条及び第２２条の規定は、適用しな
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  （削除） 

 

（平成２２年度以降における普通徴収の保険料賦課の特例規定の適用除外） 

第３条    平成２２年度以降当分の間、第２１条及び第２２条の規定は、適

用しない。 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

い。 

（平成２１年度における普通徴収の保険料賦課の特例規定の適用除外） 

第３条の２  平成２１年度においては、第２１条及び第２２条の規定は、適用

しない。 

（平成２２年度以降における普通徴収の保険料賦課の特例規定の適用除外） 

第３条の３  平成２２年度以降当分の間、第２１条及び第２２条の規定は、適

用しない。 

（平成２０年度及び平成２１年度における保険料の賦課総額の算定の特例） 

第４条  平成２０年度及び平成２１年度における保険料の賦課総額の算定につ

いて第１３条の規定を適用する場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは、「第１５条若しくは第１６条又は附則第５条、附則第７条、

附則第８条、附則第９条若しくは附則第１０条」とする。 

（平成２０年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の賦課の特

例） 

第５条  平成２０年度において、被扶養者であった被保険者に対して賦課する

被保険者均等割額は、第１５条及び第１６条の規定にかかわらず、広域連合

の当該年度分の保険料に係る被保険者均等割額から当該被保険者均等割額に

２０分の１９を乗じて得た額を控除した額とする。 

２  平成２０年度において、賦課期日後に被保険者の資格を取得又は喪失した

被扶養者であった被保険者に対して賦課する被保険者均等割額は、第１５条

及び第１６条の規定にかかわらず、前項の規定により算定した被保険者均等

割額から当該被保険者均等割額を６で除して得た額に６から平成２０年１０

月から平成２１年３月までの間において被保険者資格を有する月数（当該被

扶養者であった被保険者が資格を取得した日の属する月を含み、当該被扶養

者であった被保険者が資格を喪失した日の属する月を除く。）を控除した数を

乗じて得た額を控除した額とする。ただし、平成２０年１０月３１日までの

間に資格を喪失した被扶養者であった被保険者に対して賦課する被保険者均

等割額は、０円とする。 

３  前２項の規定により算定した額に１００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てる。 

（平成２０年度における市町村が徴収すべき保険料の額の特例） 

第６条  平成２０年度において、市町村が徴収すべき被扶養者であった被保険

者に係る保険料の額について、第２４条の規定を適用する場合においては、

同条第２項中「属する月」とあるのは、「属する月（当該月が平成２０年９月

以前の場合は、平成２０年１０月とする。）」と、同条第３項中「算定は、」と

あるのは「算定は、平成２０年１０月から」と、「ときは、」とあるのは「と
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 （削除） 

きは、平成２０年１０月から」とする。 

（平成２０年度における所得の少ない者に係る所得割額の減額の特例） 

第７条  平成２０年度における保険料の算定の基礎に用いる基礎控除後の総所

得金額等が５８万円を超えない被保険者に対して賦課する所得割額は、当該

被保険者につき算定した所得割額から当該所得割額に２分の１を乗じて得た

額を控除して得た額とする。 

２  前項の規定により算定した額に１円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

（平成２０年度における所得の少ない者に係る被保険者均等割額の減額の特

例） 

第８条  平成２０年度において、第１５条第１項第１号に規定する被保険者（被

扶養者であった被保険者を除く。）に対して賦課する被保険者均等割額は、同

条第１項第１号及び第３項の規定により算定した被保険者均等割額に６分の

１を乗じて得た額（１００円未満の端数があるときはこれを切り捨てて得た

額）に３を乗じて得た額とする。 

（平成２１年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の賦課の特

例） 

第９条  平成２１年度において、被扶養者であった被保険者に対して賦課する

被保険者均等割額は、第１５条及び第１６条の規定にかかわらず、広域連合

の当該年度分の保険料に係る被保険者均等割額から当該被保険者均等割額に

１０分の９を乗じて得た額を控除した額とする。 

２  平成２１年度において、賦課期日後に被保険者の資格を取得又は喪失した

被扶養者であった被保険者に対して賦課する被保険者均等割額は、第１５条

及び第１６条の規定にかかわらず、前項の規定により算定した被保険者均等

割額について第１４条の規定により月割りをもって算定した額とする。 

３  前２項の規定により算定した額に１００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てる。 

（平成２１年度における所得の少ない者に係る保険料の賦課額の特例） 

第１０条  平成２１年度における所得の少ない者に係る保険料の減額について

第１５条第１項第１号の規定を適用する場合においては、同号中「１０分の

７」とあるのは、「２０分の１７」とする。 

２  前項の規定は、平成２１年度における所得の少ない者に係る保険料の減額

について第１５条第１項第１号の２の規定を適用する場合においては、適用

しない。 

（平成２２年度以降の特定期間における保険料の賦課総額の算定の特例） 

第１１条  当分の間、平成２２年度以降の特定期間における保険料の賦課総額
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  （削除） 

 

 

 

 

 

 

（平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係る保険料の賦課額

の特例） 

第４条  当分の間、平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係る

保険料の減額について第１５条第１項第１号の規定を適用する場合において

は、同号中「１０分の７」とあるのは、「２０分の１７」とする。 

２  前項の規定は、平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係る

保険料の減額について第１５条第１項第１号の２の規定を適用する場合にお

いては、適用しない。 

 

 （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 （削除） 

 

 

 

 

 

 

の算定について第１３条の規定を適用する場合においては、同条中「第１５

条又は第１６条」とあるのは、「第１５条若しくは第１６条又は附則第１２条

若しくは附則第１３条」とする。 

（平成２２年度から平成２８年度までの各年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

第１２条  平成２２年度から平成２８年度までの各年度における被扶養者で

あった被保険者に係る保険料の減額について第１６条の規定を適用する場合

においては、同条第１項中「被保険者（前条第１項第１号から第２号まで及

び第４号の規定による減額がなされない被保険者に限る。）について、法第５

２条各号のいずれかに該当するに至った日の属する月以後２年を経過する月

までの間に限り、当該被扶養者であった被保険者」とあるのは「被保険者」

と、「１０分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 

（平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係る保険料の賦課額

の特例） 

第１３条  当分の間、平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係

る保険料の減額について第１５条第１項第１号の規定を適用する場合において

は、同号中「１０分の７」とあるのは、「２０分の１７」とする。 

２  前項の規定は、平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係る

保険料の減額について第１５条第１項第１号の２の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

（平成２９年度における所得の少ない者に係る所得割額の減額の特例） 

第１４条 平成２９年度における基礎控除後の総所得金額等が５８万円を超え

ない被保険者に対して賦課する所得割額は、当該被保険者につき算定した所

得割額から当該所得割額に１０分の２を乗じて得た額を控除して得た額とす

る。 

２ 前項の規定により算定した額に１円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

（平成２９年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の賦課の特

例） 

第１５条 平成２９年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の減

額について第１６条の規定を適用する場合においては、同条第１項中「被保

険者（前条第１項第１号から第２号まで及び第４号の規定による減額がなさ

れない被保険者に限る。）について、法第５２条各号のいずれかに該当するに

至った日の属する月以後２年を経過する月までの間に限り、当該被扶養者で

あった被保険者」とあるのは「被保険者」と、「１０分の５」とあるのは「１

０分の７」とする。 
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（平成３０年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の賦課の特

例） 

第５条 平成３０年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の減額

について第１６条の規定を適用する場合においては、同条第１項中「被保険

者（前条第１項第１号から第２号まで及び第４号の規定による減額がなされ

ない被保険者に限る。）について、法第５２条各号のいずれかに該当するに

至った日の属する月以後２年を経過する月までの間に限り、当該被扶養者で

あった被保険者」とあるのは「被保険者」とする。 

（平成３０年度から平成３１年度までの間における保険料の賦課総額の算定

の特例） 

第６条 平成３０年度及び平成３１年度までの間における保険料の賦課総額の

算定について第１３条の規定を適用する場合においては、同条中「第１５条

又は第１６条に規定する基準に従い」とあるのは、「平成３０年度においては

第１５条若しくは第１６条又は附則第４条若しくは附則第５条に規定する基

準に従い、平成３１年度においては第１５条若しくは第１６条又は附則第４

条に規定する基準に従い、」とし、「あっては、」とあるのは「あっては、それ

ぞれ」とする。 

 

  附 則（平成３０年２月２４日条例第 号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の規

定は、平成３０年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２９年度分

までの保険料については、なお従前の例による。 

 

（平成３０年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の賦課の特

例） 

第１６条 平成３０年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の減

額について第１６条の規定を適用する場合においては、同条第１項中「被保険

者（前条第１項第１号から第２号まで及び第４号の規定による減額がなされな

い被保険者に限る。）について、法第５２条各号のいずれかに該当するに至った

日の属する月以後２年を経過する月までの間に限り、当該被扶養者であった被

保険者」とあるのは「被保険者」とする。 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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議案第２号 新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部改正につ

いて 

 

１ 一部改正の理由 

 

個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律の施行を踏まえ所定の改

正を行うもの 

 

２ 条例改正の概要 

 

  （１）個人情報の定義の明確化 

 

  （２）要配慮個人情報の定義の新設 

 

３ 施行日 

 

  平成３０年４月１日 

 

議案第２号関係資料 

15



 

16



議案第２号関係 

新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正する条例 
新旧対照表 

新 旧 

新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例 

平成１９年３月１日 

条例第９号 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 個人情報 生存する個人に関する情報であって、次に掲げるいずれかに

該当するものをいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若し

くは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記録をい

う。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他

の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以

下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照

合することができ、それにより特定の個人を識別することができること

となるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 

(2) 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

(3) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の

不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要する記述等が含まれる

個人情報をいう。 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) 行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、

写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。以下同じ。）及び電磁的

記録であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実

施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

 

新潟県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例 

平成１９年３月１日 

条例第９号 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 個人情報 生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏

名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるも

の（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。）をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) 行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、

写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。以下同じ。）及び電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているものを
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新 旧 

 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

 

（個人情報取扱事務の届出） 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」と

いう。）を開始しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を広域連合長

に届け出なければならない。 

(1) 個人情報取扱事務の名称 

(2) 個人情報取扱事務を所掌する組織の名称 

(3) 個人情報取扱事務の目的 

(4) 個人情報の収集方法 

(5) 要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

(6) 個人情報の内容 

(7) 個人情報の対象者 

(8) 第８条第１項ただし書の規定による保有個人情報の利用又は同条第２項

ただし書の規定による保有個人情報の提供を経常的に行うときは、その利

用の範囲又は提供先 

(9) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２～６ （略） 

 

（収集の制限） 

第７条 （略） 

２～４ （略） 

５ 実施機関は、要配慮個人情報の収集をしてはならない。ただし、次の各号

のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

 

(1)・(2) （略） 

 

（保有個人情報の開示義務） 

第１５条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情

いう。ただし、次に掲げるものを除く。 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

 

（個人情報取扱事務の届出） 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」と

いう。）を開始しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を広域連合長

に届け出なければならない。 

(1) 個人情報取扱事務の名称 

(2) 個人情報取扱事務を所掌する組織の名称 

(3) 個人情報取扱事務の目的 

(4) 個人情報の収集方法 

（新設） 

(5) 個人情報の内容 

(6) 個人情報の対象者 

(7) 第８条第１項ただし書の規定による保有個人情報の利用又は同条第２項

ただし書の規定による保有個人情報の提供を経常的に行うときは、その利

用の範囲又は提供先 

(8) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２～６ （略） 

 

（収集の制限） 

第７条 （略） 

２～４ （略） 

５ 実施機関は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原

因となる個人情報の収集をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合は、この限りでない。 

(1)・(2) （略） 

 

（保有個人情報の開示義務） 

第１５条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情
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新 旧 

報が次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかに該当

する場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければな

らない。 

(1)・(2) （略） 

(3) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関す

るものを除く。）又は個人識別符号が含まれるものであって、開示すること

により、当該個人の権利利益を侵害するおそれがあるもの 

(4)～(8) （略） 

 

報が次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかに該当

する場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければな

らない。 

(1)・(2) （略） 

(3) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関す

るものを除く。）であって、開示することにより、当該個人の権利利益を侵

害するおそれがあるもの 

(4)～(8) （略） 

 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

1
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議案第３号 新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の

一部改正について 

 

１ 一部改正の理由 

 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い所定の改正を行うも

の 

 

２ 条例改正の概要 

 

  （１）養育の事情を考慮して特に必要と認められる場合には２歳に達する日

まで休業できる要件を定める 

 

３ 施行日 

 

  平成３０年４月１日 

 

議案第３号関係資料 

21



 

22



議案第３号関係 

新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 
新旧対照表 

新 旧 

新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例 

平成１９年３月１日 

条例第１７号 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) （略） 

ア （略） 

(ｱ) （略） 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以下

同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日」という。）（第

２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日）までに、

その任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了す

ること及び特定職に引き続き採用されないことが明らかでない非常勤職

員 

(ｳ) （略） 

イ・ウ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) （略） 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前のい

ずれかの日において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定

による育児休業（以下この条及び次条において「地方等育児休業」という。）

をしている場合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしよう

とする場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の

翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除

新潟県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例 

平成１９年３月１日 

条例第１７号 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) （略） 

ア （略） 

(ｱ) （略） 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以下

同じ。）が１歳６か月に達する日（第２条の３第３号において「１歳６か

月到達日」という。）までに、その任期（任期が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き採用されない

ことが明らかでない非常勤職員 

 

(ｳ) （略） 

イ・ウ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) （略） 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前のい

ずれかの日において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定

による育児休業（以下この条において「地方等育児休業」という。）をしてい

る場合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場

合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後で

ある場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除く。） 当該
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新 旧 

く。） 当該子が１歳２か月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の初日

とされた日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子

の１歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の

日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第

１項又は第２項の規定により勤務しなかった日数と当該子について育児休業

をした日数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の

日であるときは、当該経過する日） 

(3) （略） 

 

 （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２

歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日

の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当して

その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採

用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される

日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次

の各号のいずれにも該当するときとする。 

(1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日において育

児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６か月到

達日において地方等育児休業をしている場合 

(2) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的

な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当す

る場合 

 

第２条の５ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲

げる事情とする。 

(1)～(6) （略） 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４の規定に該

子が１歳２か月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の初日とされた日

から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達

日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該

非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１項又は第

２項の規定により勤務しなかった日数と当該子について育児休業をした日数

を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日であると

きは、当該経過する日） 

(3) （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２条の４ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲

げる事情とする。 

(1)～(6) （略） 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること。 
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新 旧 

当すること。 

(8) （略） 

 

 

 

(8) （略） 

 

 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第４号 新潟県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画の作成について 

 

 

１ 広域計画見直しの趣旨 

広域計画は、地方自治法第 291 条の７第１項の規定により、作成が義務付 

けられており、第３項では広域計画を変更する場合は、議会の議決を得なけれ

ばならないとされている。 

当広域連合は、これまで第２次広域計画に基づき、県内の全市町村と連携協

力し、円滑な制度運営に努めてきた。 

第２次広域計画の計画期間（平成２５年度から平成２９年度まで）が満了と

なるため、引き続き当計画の基本方針を踏襲し、第３次広域計画を作成する。 

   

２  第３次広域計画の構成 

第２次広域計画の構成と同様に当広域連合規約第５条に規定されている以

下の２項目を基本とし、広域計画の趣旨、第３次広域計画の項目、第３次広域

計画の基本方針及び資料編を加えて構成する。 

第３次広域計画では、広域連合と関係市町村との連携について、実態に合っ

た形で整理した。 

規定の項目 

（1） 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行

う事務に関すること 

（2） 広域計画の期間及び改定に関すること 

 

３  広域連合及び関係市町村が行う事務 

第３次広域計画において広域連合及び関係市町村が行う事務は、第２次広域

計画における制度の安定的かつ円滑な運営及び適切な連携の実績を踏まえ、第

２次広域計画と同様とする。 

 

４  第３次広域計画の期間及び改定 

第３次広域計画の期間は、第１次広域計画で定めたとおり５年間（平成３０

年度から平成３４年度まで）とし、その後は５か年を単位として見直す。 

ただし、広域計画の期間内において、広域連合長が変更の必要があると認め

たときは広域連合議会の議決を経て、改定を行うものとする。 

議案第４号関係資料 
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議案第５号関係資料

議案第５号　 平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第２号）

について

【 補 正 額 】

【補正理由】

【歳入予算】 （予算書５頁及び６頁） （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

 分担金及び
 負担金

1,131,703 △ 48,259 1,083,444 共通経費負担金

繰越金 13 48,287 48,300 前年度繰越金

補正されなかった款
にかかる額 18,283 18,283

歳入合計 1,149,999 28 1,150,027

【歳出予算】 （予算書７頁及び８頁） （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

総務費 1,148,570 28 1,148,598 〇償還金

・特別調整交付金返還金
（H28精算分）

28

補正されなかった款
にかかる額 1,429 1,429

歳出合計 1,149,999 28 1,150,027

28千円　追加

特別調整交付金及び共通経費負担金等の精算について補正するもの。

説　明

△ 48,259

48,287

説　明

28

29



 

30



　　　平成２９年度  広域連合共通経費負担金内訳資料
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

1 新潟市 337,318 △ 14,385 322,933

2 長岡市 123,329 △ 5,259 118,070

3 三条市 47,688 △ 2,034 45,654

4 柏崎市 42,964 △ 1,832 41,132

5 新発田市 47,810 △ 2,039 45,771

6 小千谷市 20,469 △ 873 19,596

7 加茂市 16,952 △ 723 16,229

8 十日町市 31,263 △ 1,333 29,930

9 見附市 21,896 △ 933 20,963

10 村上市 34,562 △ 1,473 33,089

11 燕市 38,684 △ 1,650 37,034

12 糸魚川市 26,128 △ 1,114 25,014

13 妙高市 19,903 △ 849 19,054

14 五泉市 27,785 △ 1,185 26,600

15 上越市 91,188 △ 3,889 87,299

16 阿賀野市 23,297 △ 993 22,304

17 佐渡市 34,721 △ 1,480 33,241

18 魚沼市 21,722 △ 926 20,796

19 南魚沼市 29,819 △ 1,271 28,548

20 胎内市 17,559 △ 749 16,810

21 聖籠町 9,350 △ 399 8,951

22 弥彦村 7,275 △ 310 6,965

23 田上町 9,223 △ 394 8,829

24 阿賀町 10,835 △ 462 10,373

25 出雲崎町 6,253 △ 267 5,986

26 湯沢町 7,654 △ 327 7,327

27 津南町 9,268 △ 395 8,873

28 刈羽村 5,846 △ 249 5,597

29 関川村 6,939 △ 295 6,644

30 粟島浦村 4,003 △ 171 3,832

1,131,703 △ 48,259 1,083,444

1,131,703 △ 48,259 1,083,444

共通経費負担金

合　計

№ 市町村名

広域連合予算額

別紙（議案第５号参考資料）
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議案第６号関係資料

議案第６号　 平成２９年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療広域連合特別会計

補正予算（第２号）について

【 補 正 額 】

【補正理由】

【歳入予算】 （予算書５頁及び６頁） （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

繰越金 4,502,478 325,795 4,828,273 前年度繰越金

補正されなかった
款にかかる額 263,547,659 263,547,659

歳入合計 268,050,137 325,795 268,375,932

【歳出予算】 （予算書７頁から１０頁） （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

総務費 1,220,101 278,457 1,498,558 〇業務一般管理事務費

 ・保険料特別補てん金 1,046

〇医療財政調整基金経費

 ・医療財政調整基金積立金 277,411

諸支出金 4,797,943 47,338 4,845,281 〇保険料還付金

 ・保険料還付金 11,877

〇償還金

 ・普通調整交付金返還金
　（H28精算分） 227

 ・特別調整交付金返還金
　（H28精算分） 24,270

 ・普通調整交付金返還金
　（H27精算分） 9,740

〇還付加算金

 ・還付加算金 1,224

補正されなかった
款にかかる額 262,032,093 262,032,093

歳出合計 268,050,137 325,795 268,375,932

説　明

325,795千円　追加

国庫補助金の精算及び前年度繰越金の確定に伴う医療財政調整基金積立金の追加
並びに保険料還付金の追加等について補正するもの

説　明

325,795
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議案第７号関係資料 

 

議案第７号  平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合一般会計予算について 

 

《歳入歳出予算総額》 

12 億 904 万 2 千円 （対前年度 5,905 万 5 千円、5.1％増） 

                                                          

 

     

 

【歳入予算】                                            （単位：千円） 

款 30 年度予算 29 年度予算 比 較 主な科目の説明 

分担金及び

負担金 
1,182,073 1,131,703 50,370 

共通経費負担金 

 ※議案第７号参考資料参照 

国庫支出金 26,671 17,821 8,850 

後期高齢者医療制度事業費補助金 

（医療費適正化事業） ・・・・・・1,420 

特別調整交付金 ・・・・・・・・・・25,251 

その他の 

款の計 
298 463 △165 繰越金、諸収入 

歳入合計 1,209,042 1,149,987 59,055  

 

 

 

 

 

 

【増減の主なもの】 

                                                          

（増）特別会計事務費繰出金 

特別会計の機器更改に伴う電算システム経費の増加に係る事務費繰出金の増加によるもの

（対前年度 4,621万 2千円増） 

 

（増）特別調整交付金事業 

    医療費適正化関連の補助事業の増加によるもの（対前年度 890万 1千円増） 

          

 

 

【歳出予算】                                             （単位：千円） 

款 30 年度予算 29 年度予算 比 較 主な科目の説明 

総務費 1,207,862 1,148,558 59,304 

一般管理事務費・・・・・・・・・・・・・1,115,732 

・事務局運営費       32,743 

・特別会計事務費繰出金   1,082,989 

 

職員派遣関係経費・・・・・・・・・・・・・63,647 

・総務課等職員人件費負担金  63,000 

 

後期高齢者医療制度事業費（補助事業）・・・・・・2,842 

・広報物作成経費 

（後発医薬品分）   2,842 

 

特別調整交付金事業費（補助事業）・・・・・25,256 

・医療懇談会運営等経費     216 

・医療費通知郵送料 

（医療費適正化分）17,670 

・広報物作成経費 

（医療費適正化分） 4,487 

その他の 

款の計 
1,180 1,429 △249 議会費、予備費 

歳出合計 1,209,042 1,149,987 59,055  
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平成30年度予算における市町村共通経費負担金見込一覧
（単位：千円）

1 新潟市 352,331

2 長岡市 128,818

3 三条市 49,811

4 柏崎市 44,876

5 新発田市 49,938

6 小千谷市 21,380

7 加茂市 17,706

8 十日町市 32,655

9 見附市 22,871

10 村上市 36,101

11 燕市 40,406

12 糸魚川市 27,291

13 妙高市 20,789

14 五泉市 29,021

15 上越市 95,246

16 阿賀野市 24,334

17 佐渡市 36,267

18 魚沼市 22,689

19 南魚沼市 31,147

20 胎内市 18,341

21 聖籠町 9,766

22 弥彦村 7,599

23 田上町 9,633

24 阿賀町 11,317

25 出雲崎町 6,531

26 湯沢町 7,994

27 津南町 9,680

28 刈羽村 6,106

29 関川村 7,248

30 粟島浦村 4,181

合　計 1,182,073

広域連合予算額 1,182,073

№ 市町村名 共通経費負担金

別紙（議案第７号参考資料）
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議案第８号関係資料 

 

議案第８号  平成３０年度新潟県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計予算 

について 

 

《歳入歳出予算総額》 

2,621 億 4,523 万 6 千円（対前年度△11 億 3,235 万 7 千円、0.4％減） 

 

 

 

【歳入予算】                                              （単位：千円） 

款 30 年度予算 29 年度予算 比 較 主な科目の説明 

市町村支出金 43,454,930 41,996,378 1,458,552  

 

 

 

保険料等 

負担金 
22,755,196 21,198,536 1,556,660 

保険料軽減分負担金＋保険料徴収分 

※議案第８号参考資料【B、Ｃ】参照 

療養給付 

費負担金 
20,699,734 20,797,842 △98,108 

療養給付費負担金 

※議案第８号参考資料【A】参照 

国庫支出金 88,392,643 89,270,564 △877,921 

療養給付費負担金・・・・・・62,099,203 

高額医療費負担金・・・・・・・・870,611 

調整交付金・・・・・・・・・・・24,267,018 

事業費補助金・・・・・・・・・・193,599 

円滑運営臨時特例交付金・・・962,212 

県支出金 22,220,345 22,280,931 △60,586 

療養給付費負担金・・・・・・20,699,734 

高額医療費負担金・・・・・・・・870,611 

県財政安定化基金交付金・・・650,000 

支払基金交付金 104,991,887 105,943,629 △951,742 後期高齢者交付金 

繰入金 2,716,281 3,424,361 △708,080 
事務費繰入金・・・・・・・・・・1,082,989 

医療財政調整基金繰入金 ・・1,633,292 

その他の 

款の計 
369,150 361,730 7,420 

特別高額医療費共同事業交付金、 

財産収入、繰越金、県財政安定化基金

借入金、諸収入 

歳入合計 262,145,236 263,277,593 △1,132,357  

 

 

 

 

【増減の主なもの】 

 

(増) 電算システム経費（総務費） 

機器更改に伴うシステム構築等業務によるもの（対前年度 6,898万円増） 

 

（減）療養給付費（保険給付費） 

被保険者数については増加の見込みであるが、一人当たり医療給付費について減少したため全

体の給付費が減少したもの（対前年度 11億 7,723万 9千円減） 

・平成 30年度の被保険者数について、料率算定時に見込んだもの 

※ 平成 29年度  370,716人 → 平成 30年度   373,980人（3,264人、0.9％増） 

・平成 30年度の一人当たり医療給付費について、料率算定時に見込んだもの 

※ 平成 29年度 ＠699,996円 → 平成 30年度 ＠690,767円（9,229円、1.3％減） 

       

【歳出予算】                                               （単位：千円） 

款 30 年度予算 29 年度予算 比 較 主な科目の説明 

総務費 1,270,050 1,220,101 49,949 

総務管理費・・・・・・・・・・・1,270,050 

・業務一般管理費        113,039 

・医療給付経費          515,155 

・電算システム経費      505,230 

・医療財政調整基金経費  112,672 

・医療費適正化推進事業費  23,047 

保険給付費 260,072,294 261,249,533 △1,177,239 

療養諸費・・・・・・・・・・・・50,890,037 

・療養給付費     243,349,126 

・療養費        2,053,748 

・食事・生活療養費    4,159,162 

・訪問看護療養費      736,249 

・審査支払手数料      591,151 

高額療養諸費・・・・・・・・・・8,034,157 

・高額療養費       7,749,991 

その他医療給付費・・・・・・・1,148,100 

・葬祭費          1,148,100 

保健事業費 591,577 589,720 1,857 

健康診査事業費・・・・・・・・・476,375 

・健康診査業務委託料     468,611 

・歯科健診業務委託料       7,764 

その他健康保持増進事業・・・115,202 

・低栄養・重症化予防業務 16,156 

・特別対策補助金     80,000 

その他の 

款の計 
211,315 218,239 △6,924 

県財政安定化基金拠出金、 

特別高額医療費共同事業拠出金、 

諸支出金、公債費、予備費 

歳出合計 262,145,236 263,277,593 △1,132,357  
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（単位：千円）

（保険料軽減分）
【B】

※保険基盤安定制度分

（徴収分）
【C】

1 新潟市 6,729,291 1,607,269 6,211,747

2 長岡市 2,259,602 636,180 2,060,220

3 三条市 863,669 250,962 758,689

4 柏崎市 819,908 217,652 688,193

5 新発田市 833,958 242,991 678,642

6 小千谷市 331,769 94,850 266,061

7 加茂市 274,481 80,866 206,528

8 十日町市 545,380 190,022 387,095

9 見附市 358,525 104,811 265,104

10 村上市 735,170 205,722 461,986

11 燕市 655,553 189,069 599,658

12 糸魚川市 542,926 143,392 418,362

13 妙高市 367,507 91,477 269,839

14 五泉市 496,072 154,190 329,074

15 上越市 1,722,083 465,643 1,441,763

16 阿賀野市 408,577 120,611 232,059

17 佐渡市 727,224 234,921 471,947

18 魚沼市 382,880 111,598 259,991

19 南魚沼市 521,819 143,456 378,799

20 胎内市 300,118 81,489 201,531

21 聖籠町 90,084 27,663 52,306

22 弥彦村 58,659 18,235 51,316

23 田上町 104,711 30,947 82,593

24 阿賀町 202,707 59,098 97,015

25 出雲崎町 48,476 18,290 38,685

26 湯沢町 64,344 22,369 73,820

27 津南町 112,713 40,177 78,666

28 刈羽村 41,246 10,847 31,812

29 関川村 92,203 24,685 36,833

30 粟島浦村 8,079 1,737 3,643

合　計 20,699,734 5,621,219 17,133,977

広域連合予算額 20,699,734 22,755,196

平成30年度予算における市町村療養給付費負担金・保険料等負担金見込一覧

№ 市町村名
療養給付費負担金

【A】

保険料等負担金

別紙（議案第８号参考資料）
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